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序     文 
 

日本国政府はタイ王国政府の要請に基づき、土地区画整理システム自立的発展・普及プロジェ

クトの実施を決定し、独立行政法人国際協力機構がこのプロジェクトを実施することといたしま

した。 

当機構では、本格的な協力の開始に先立ち、本件協力を円滑かつ効果的に進めるため、2009年

10月25日から同年11月11日までの18日間にわたり、当機構の技術審議役である三宅光一を団長とす

る詳細計画策定調査団を現地に派遣しました。 

調査団は本件の背景を確認するとともに同国政府の意向を聴取し、かつ現地調査の結果を踏ま

え、同プロジェクトに関する協議議事録（M/M）に署名しました。 

本報告書は、今回の調査結果を取りまとめるとともに、引き続き実施を予定している今後のプ

ロジェクトの展開に広く活用されることを願うものであります。 

終わりに、調査にご協力とご支援を頂いた関係各位に対し、心より感謝申し上げます。 

 

平成22年5月 

 

独立行政法人国際協力機構 

経済基盤開発部長 小西 淳文 
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第１章 詳細計画策定調査の概要 
 

１－１ 要請の背景 

タイ王国（以下、「タイ」と記す）では、乱開発による都市環境の悪化、交通渋滞の発生、経済

活動の非効率化などのさまざまな都市問題が生じていることから、わが国はタイ内務省公共事

業・都市地方計画局（Department of Public Works and Town & Country Planning：DPT）に対して1993

年から都市計画の人材能力強化の支援を開始し、1999年6月から2005年5月までの期間で、適切な

都市計画及び都市開発手法の導入を目的とした都市開発技術向上計画プロジェクト（The Project on 

the Development of the Method of Urban Development：DMUD）を実施した。DMUDでは、実施機関

である内務省公共事業・都市地方計画局（DPT）、DPT県事務所その他公的機関に都市計画とそれ

に基づく土地区画整理事業をはじめとしたまちづくりの手法を紹介し、同プロジェクトの貢献に

より、2004年12月のタイ国会において土地区画整理法が審議を経て制定された。このDMUDの成

功をもとに、タイ政府は、土地区画整理事業実施のための制度体系の整備とDPTをはじめとした公

的機関における事業実施能力の向上を目的として、日本政府に対して技術協力プロジェクト「土

地区画整理促進プロジェクト」を要請した。日本政府はタイにおける計画的な都市開発の必要性

を認識し、2005年11月から4年間の協力期間で「土地区画整理促進プロジェクト」を実施した。同

プロジェクトでは、①タイにおいて制定された土地区画整理法に基づく土地区画整理事業を実施

するために必要とされる政・省令、規則、技術基準等の制定支援、②土地区画整理事業を実施す

べき地域を規定する土地区画整理マスタープランの策定、土地区画整理事業運営に至る各過程に

おいて必要とされる技術的ノウハウの蓄積をパイロットプロジェクトの実施を通じた技術支援、

③セミナー等を通じた制度の普及を行った。2009年5月に「土地区画整理促進プロジェクト」の終

了時評価（プロジェクトは2009年11月終了予定）を行ったところ、①～③についておおむね達成

したことが確認されたが、以下の課題が存在していることが確認された。 

a）残されたパイロット事業の完了に必要な実務的な技術の移転 

b）上記技術体系に関するマニュアルの完成及びパイロット事業完了の経験に基づく制度の普及

体制の構築 

c）土地区画整理を活用した都市整備の実施体制［実際の事業の計画立案と実施は地方自治体、

国家住宅公社（National Housing Authority：NHA）、バンコク都庁（Bangkok Metropolitan 

Administration：BMA）、及び民間セクターが実施し、DPTはそれを支える制度及び技術基準

の整備とコンサルテーションを行うという体制］の構築 

 

上記a）～c）への対応及びタイにおける区画整理事業の完了モデルを早期に形成すること並びに

タイにおける自立的な独自の土地区画整理制度を真に確立しそれを定着させることを目標として、

タイ政府から支援体制強化をめざす継続的な協力が要請されている。 

 

１－２ 調査目的 

本調査においては、必要な情報の収集・分析、タイ側政府関係機関との協議を通じ、本計画の

協力内容〔基本方針、専門家派遣計画、研修計画、プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project 

Design Matrix：PDM）、活動計画（Plan of Operation：PO）等〕及び実施体制を討議議事録（Record 

of Discussion：R/D）案に取りまとめ、先方政府と協議議事録（Minutes of Meeting：M/M）を締結
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する。また、事前評価表及び詳細計画策定調査報告書を作成する。 

 

１－３ 団員構成 

 担当分野 氏 名 所 属 

1 総 括 三宅 光一 JICA経済基盤開発部 技術審議役 

2 土地区画整理 青柳 太 
国土交通省 都市・地域整備局 市街地整備課 課

長補佐 

3 調査企画 脇坂 豊 
JICA経済基盤開発部 都市・地域開発グループ 都

市・地域開発第二課 職員 

4 評価分析 早川 剛 中央開発株式会社 

 

１－４ 調査日程 

日付 

行 程 

三宅 光一 青柳 太 脇坂 豊 早川 剛 

（11.1～11.9） （11.2～11.9） （11.1～11.9） （10.25～11.11） 

10月25日 

（日） 

    9：45 成田→14：45バ

ンコク（TG643）

10月26日 

（月） 

    9：00 JICAタイ事務所

13：00 DPTとの協議 

10月27日 

（火） 

    9：00 DPTとの協議 

10月28日 

（水） 

    9：00 DPTとの協議 

10月29日 

（木） 

    9：00 DPTとの協議 

10月30日 

（金） 

    9：00 BMA、NHAとの

協議 

10月31日 

（土） 

   
情報整理 

11月1日 

（日） 

 9：45 成田→14：45バンコク

（TG643） 

17：00 団内打合せ 

  9：45 成田→14：45

バンコク（TG643） 

17：00 団内打合せ 

情報整理 

 

17：00 団内打合せ 

11月2日 

（月） 

 8：30 専門家との打合せ 

11：00 ウドムDPT局長表敬 

 9：45 成田→

14：30 バンコク

（TG643） 

 8：30 専門家との打合せ 

11：00 ウドムDPT局長表敬 

13：30 DPTとのキックオフミーティ

ング 

13：30 DPTとのキックオフミーティング 

16：00 JICAタイ事務所との協議 

11月3日 

（火） 
 9：20 DPTとの協議（PDMについて） 

11月4日 

（水） 
 9：30 DPTとの協議（PDMについて） 

11月5日 

（木） 

 9：00 NHAとの協議 

11：00 DPTとの協議（PDM、M/Mについて） 
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11月6日 

（金） 

 8：45 DPTとの協議（M/Mについて） 

10：15 BMAとの協議 

13：00 JICAタイ事務所へ報告 

15：30 合同調整委員会（JCC）出席、M/M署名式 

11月7日 

（土） 
情報整理 

11月8日 

（日） 
ランパンへ移動［14：45バンコク発→16：15チェンマイ着（9Q 866）→ランパン］ 

11月9日 

（月） 

 9：00 DPTランパン県事務所との協議、パイロット事業地視察 

10：30 ランパン市役所との協議（市長アドバイザー、土木部長出席） 

12：30 地権者3名との協議 

16：30 チェンマイへ移動 

     バンコクへ移動［19：15チェンマイ→20：25バンコク（TG 117）］ 

バンコク泊 22：10 バンコク発 （TG640 ） バンコク泊 

11月10日 

（火） 
別案件視察  6：20 成田着 

DPTへのフォローアップ

調査 

11月11日 

（水） 
別案件視察 

  DPTへのフォローアップ

調査 

22：10 バンコク発 

（TG640） 

11月12日 

（木） 
別案件視察 

  
 6：20 成田着 

11月13日 

（金） 

別案件視察 

22：10 バンコク発（TG640） 

   

11月14日 

（土） 
 6：20 成田着 

   

 

１－５ 主要面談者 

 氏 名 役 職 所 属 

1 Mr. Udom Puasakul Director General DPT 

2 Mr. Supol Sripan Deputy Director General DPT 

3 Mr. Preecha Ronnarong 
Director, Comprehensive and Specific Planning 

Bureau 
DPT 

4 
Mr. Adisorn 

Manomaitamrongkul 
Director, Land Readjustment Bureau DPT 

5 Mr. Soradej Sundararjun Director, Office of Foreign Relations DPT 

6 Mr. Thirapan Nandhakij 
Legislation Group, Pilot Project Group 1  

Leader 
DPT 

7 
Ms. Walannalin 

Thananuwong 

Management group / Committee and Planning 

Group, Leader 
DPT 

8 Ms. Buhnga Popattanachai Master Plan group / Pilot Project Group 2 Leader DPT 

9 Mr. Ittipong Tanmanee 
Master Plan group / Management group / Leader, 

Pilot Project Group 3 
DPT 

10 Ms. Machar Potiganit 
Private Sector Group / private Sector Group 

Leader 
DPT 
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11 
Mr. Thuanthong 

Sirimongkolvichaya 

Legislation Group, Management Group / 

Pilot Project Group 2 r 
DPT 

12 Mr. Jarurot Phooprasert Re-plotting Group /Specific Planning Division DPT 

13 Ms. Bongkot Preangprasat 
Master Plan Group / Re-plotting Group / Pilot 

Project Group 2 
DPT 

14 Mr. Pornkrit Taenkaew 
Re-plotting Group / Management Group / Pilot 

Project Group 1 
DPT 

15 Ms.Chalinee Kalyanamit Management group DPT 

16 
Ms. Busara Singhadhatta 

Noomnim 

Re-plotting Group / Private Sector Group / Pilot 

Project Group 1 
DPT 

17 Mr. Somkiet Wiriyakulnant Private Sector Group / Pilot Project Group 3 DPT 

18 Mr.Khunpol Prompaet 
Deputy Director General, City Planning 

Department 
BMA 

19 Mr.Settaya Phackanok 
Director, Land Readjustment and Renewal 

Division 
BMA 

20 Ms. Ruangthong Tameeruks 
Director, Urban Renewal and Development 

Department 
BMA 

21 Ms.Urai Aramvongtrakul Chief of Land Readjustment Sub-Division BMA 

22 Mr. Surasak Woongpoot Town Planner, Land Readjustment Sub-Division BMA 

23 Mr.Nirooji Jiamjanyaong Deputy Governor NHA 

24 Mr. Chaiyanan Chinnawong Head of Section, New Town Department NHA 

25 Ms. Ruangtong Taemeerak Deputy Director, New Town Department NHA 

26 Ms. Somsuan Howe Development Cooperation Officer TICA 

27 Ms. Pantila Saengchan Development Cooperation Officer TICA 

28 Mr.Yangyong Pongsantigul Head Officer, Lampang DPT Provincial Office 
DPT Provincial 

Office 

29 Ms.Patchanika Sawasdee Town Planner, Lampang DPT Provincial Office 
DPT Provincial 

Office 

30 Mr.Manat Wongchansri 
Advisor of the Mayor,Nakhon Lampang 

Municiparity Office 

Lampang 

Municiparity 

Office 

31 澤田 俊作 チーフアドバイザー/土地区画制度 JICA専門家 

32 三浦 義章 業務調整 JICA専門家 

33 堺 広範 土地区画整理パイロットプロジェクト JICA専門家 

 

１－６ 協議概要 

 （1）プロジェクトの位置づけ及び内容について 

土地区画整理事業について、C/P機関である内務省公共事業・都市地方計画局（DPT）では

「戦略計画（2008-11）」「タイにおける区画整理の枠組み」（内務省副事務次官承認）で重要性

が明記されており、高いプライオリティがあることが確認された。 

協議では、1980年代から行われてきた土地区画整理に係る技術協力が一定の成果を上げて

きたことについて確認。本プロジェクトが「実施面」に焦点を当て土地区画整理に係る技術

移転を完了する点について、双方で同意した。 
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 （2）パイロット事業の進捗について 

1）ランパン地区におけるパイロット事業について 

当初、前プロジェクトで実施されたランパン地区のパイロット事業進捗に応じて、プロ

ジェクトを計画する方針であったが、ランパン地区では換地に係る地権者同意が完全に得

られていないことから、2010年度（2009年10月～2010年9月）の市の予算は現在のところ見

送られている。円満な事業実施をめざして地権者全員の合意をめざすこととし、現地協議

では、DPT県事務所・市議会へ事業実施に向けた早急な対応を依頼した。 

 

2）その他パイロット事業の進捗について 

付属資料3.（パイロット事業区の進捗状況）のとおり。ナーン、ヤラーは着工済み。ラン

パン、ピサヌローク、ナラティワートは今年度予算がつかず、タイの2011年度に工事開始

予定。 

 

 （3）協力期間について 

ランパン地区の進捗状況等を踏まえ、2009年度内の短期専門家の投入の必要はないと判断。

プロジェクト開始時期は、タイの2011年度計画の策定、工事が始まっている2地区（ナーン、

ヤラー）への対応、BMA・NHAとの連携のサポート等に必要な期間を考慮し、2010年度第1

四半期とした。プロジェクト全体期間は、パイロット事業実施の一連のプロセスを経験でき

る約4年とし、プロジェクト終了時期は日本の予算年度及びタイの祝日等を踏まえ、2014年3

月末を想定。 

 

 （4）協力対象とする技術/分野について 

「換地計画」「換地処分」については、まだ実践を通した技術移転が完了されておらず、ま

た、パイロット事業実施に際して、この分野に関する問題が発生することが考えられること

から、この2分野に特化した短期専門家の投入が必要であることが確認された。 

一方、タイにおける土地区画整理事業実施に際する制度面において、以下の点の整備が不

十分であることが確認された。 

 

1）仮換地による使用収益制度がない点 

 土地区画整理法には仮換地の指定（区画整理登記前の換地の決定）についての明確な定

めがなく、使用収益停止の規定もない。したがって、換地計画が決定し区画整理登記が完

了するまでは、地権者による従前地の使用を法的に禁止することはできず、事業実施の妨

げとなる可能性がある。反対に工事が完了し換地が使える状態になっても換地の使用収益

開始には従前地主の同意が必要となる。早期の換地の使用収益開始、特に保留地を早期に

売却し事業費を回収、さらには地区の早期の市街化促進を進める観点からも問題となって

いる。 

 

2）強制執行の制度が整っていない点 

 土地区画整理法は事業反対地権者に対し強制執行を認めているが、DPT 法規担当部長の

解釈では区画整理事業では執行できず、「不動産収用法」に基づき、別事業として行うとの
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考えである。パイロット事業5地区でも100％の地権者合意は得られておらず、既に工事着

手している2地区（ナーン、ヤラー）のうち、1地区（ヤラー）で幹線道路上の地権者が計

画に反対している。法の解釈、不動産収用法の適用を検討する必要がある。 

 

3）資金面の制度整備が確立されていない点 

 保留地売却による財源確保について、タイの土地法・建築基準法では土地（保留地）の

売買及び建物の建設許可を得るには登記簿が必要となる。保留地を早期に処分したいから

といって保留地のみの登記を早期に行うことは（保留地の底地地主の権利を侵害し）事業

実施上問題となるため、法の規定どおり工事完了後とすることが必要であるが、そのため

には区画整理登記まで保留地を担保する何らかの証明（日本の保留地証明）の整備が必要

となる。 

 

以上を整備することは、タイにおいて土地区画整理を自立的に発展させるために必要であ

ることが本調査により確認された。これに基づき、法制度に係る専門的見地から集中的に支

援を行う業務や、パイロット事業を円滑に進めていくうえで必要な施行計画、資金計画管理、

事業計画変更、工事執行計画上の課題解決に向けた事業進捗管理業務の短期専門家「事業実

施管理（Implementation Management）」の投入を想定した。 
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図１－１ パイロットプロジェクトの事業スケジュール 

 

 

 

3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9 12 3 6 9

2008.5 認可 本格工事 工事完了 換地処分・登記・清算

ナーン(北部/公共施行）

施行者：DPT、県、市、自治区 事業計画変更に対する反対地権者協議 換地計画作成

　事業計画変更・換地設計承認 工事管理・工事実施設計修正

顧問会設立

保留地売却

2008.5認可　工事着手 工事完了 換地処分・登記・清算

ヤラー（南部/公共施行）

施行者：DPT、市 強制執行手続き検討 （工事強制執行） 換地計画作成

　換地設計承認

工事管理・工事実施設計修正 保留地売却

2009.1認可 工事着手予定 工事完了 換地処分・登記・清算

ランパン（北部/公共施行） ●

施行者：市 保留地売却方針検討 保留地売却 換地計画作成

（DPT補助金なし）

顧問会設立 　 換地設計承認 工事管理・工事実施設計修正

2009.4認可 工事着手予定 工事完了 換地処分・登記・清算

ピサヌローク（北部/公共施行） ●

施行者：DPT、県自治体、市 換地修正設計・換地設計承認 換地計画作成

顧問会設立 工事管理・工事実施設計修正 保留地売却

2009.2認可 工事着手予定 工事完了 換地処分・登記・清算

ナラティワート（南部/公共施行）  ●

施行者：DPT、市 換地設計・換地設計承認 保留地売却

工事管理・工事実施設計修正 換地計画作成

LR促進プロジェクト LR支援システム開発プロジェクト

技術協力プロジェクト

20162011 20122009 2010 2013 2014 2015
5パイロットプロジェクト
（DPT区画整理部の直営）
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 （5）法制度・基準について 

これまでのプロジェクトで、必要な省令、規則26のうち、基金関係の7規則を除き制定され

ている。7つの規則は承認待ちだが、内務省内の手続きだけで閣議を必要としないため、近々

完了する見込みである。しかし、土地法、建築規制法等の法律との調整が進んでおらず、こ

のままでは事業の支障となることが考えられる。この調整については、DPT局長よりタイ側で

責任をもって行う旨の発言があったが、日本人専門家も適宜、支援を行う必要がある。 

 

 （6）研修・コンサルテーションについて 

1）研修 

前プロジェクト内で、DPT県事務所、自治体職員に向け「区画整理業務研修」（2日間）を

毎年実施し、3年間で合計648名が研修を受けた。また、換地設計に関する研修として、「換

地設計マニュアル」に基づき、5日間の集中研修を行った。このような実績より、土地区画

整理の「計画面」に対する一連の研修は行われたといえる。本プロジェクトでは、パイロ

ットプロジェクト実施経験をもとに「実施面」に重きを置いた研修の内容が求められる。

一方、実際にパイロット事業地を見学することの重要性、DPT県事務所の能力強化の重要性

から、パイロット事業を行っているDPT県事務所がDPT本省の支援で、自治体・BMA・NHA・

民間等に対し研修を行うことが、PDMの活動のひとつとして計画された。 

 

2）バンコク都庁・国家住宅公社に対するコンサルテーション 

国家住宅公社（NHA）は2年前から土地区画整理の手法を用いた事業を計画しており、現

在2地区（ラカバン地区、ペチャブン地区）の事業化に向け準備をしている。また、バンコ

ク都庁（BMA）は土地区画整理のためのsub-divisionが設置されており、現在2つの土地区画

整理事業（ラマ9世公園隣接地区、ノンブアモン地区）の検討を進めている。 

現在、連携は行われていないが、今回の調査で、ラマ9世通り地区（BMA）、ペチャブン

地区（NHA）を対象に、DPTが連携に向けて動きはじめていることが明らかとなった。調

査団との協議では、月1回の定例会議の開催、プロジェクトごとのタスクフォースの設置等

が検討されたが、具体的な運営方法についてはプロジェクト開始までにDPTとBMA/NHA間

で決定される予定である。日本人専門家は、DPTによるこれら事業者への支援体制について、

必要な助言・アドバイスを行うことが求められる（DPTの技術支援者・監理監督者としての

能力向上のために、日本人専門家はBMA・NHAに対する直接的な支援を行わないこととす

る）。 

 

 （7）土地区画整理のコンセプトの一般への普及について 

前プロジェクト内では、民間セミナーが5回実施されており、延べ700名以上の参加があっ

た。そのほか、広報パンフレット10種類、ウェブサイトなどの実績を確認。本プロジェクト

では、これまでの普及手法を生かし、パイロット事業実施経験を反映させるような内容へセ

ミナー/パンフレットを改善する必要がある。 
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１－７ 団員所感 

１－７－１ 土地区画整理団員所感 

（1）現状 

1）全般 

2004年にタイの土地区画整理法（以下、タイ区画法）が成立し、DPTに一定の技術が蓄

積されているところではあり、これまで派遣された専門家等の努力が根づきつつある。

またDPTの土地区画整理局（LRB）は今後正式な部となる見込みであるなど、C/P側の姿

勢も十分である。 

一方で、換地設計技術など一部を除いて土地区画整理の各要素技術が現場経験を踏ま

えた質の高いノウハウとして蓄積されているとは言い難く、最近になって各パイロット

プロジェクトの進捗とともにタイ区画法と現場で直面する課題のフィードバックがよう

やく始まり、それに伴い、法律の運用上の課題が明確化され、対応方策の検討が本格化

してきたところ。これらの対応方策の検討・実施はDPT幹部から日本の次期プロジェクト

に対する期待も大きい部分である。 

パイロットプロジェクトについて進捗が思うようにいかない原因は、タイ区画法の運

用が明確でない点に対する対応が十分でないこと、国家予算が十分な規模でなく基金の

運用も明確となっていないこと、DPT本省が個別の地区の具体的な課題処理に個別に立ち

入っておりボトムアップで対応する体制となっていないことが挙げられる。 

DPT県事務所、地方公共団体、他の施行主体へのサポーティングシステムの現状につい

ては、いまだ直営のパイロットプロジェクトを進めることが業務の中心となっており、

手が回っていないレベルである。 

 

2）パイロット事業の現状 

次期プロジェクトの行程の基準となるランパンについては、地元は協力的であるもの

の、土地の処分方法について法律の運用等に不確定の部分があるため市の2009年度予算

の配分が見送られている。今後課題を解決して、今年度に補正予算を市が計上する可能

性もある。現在のところ、他の地区も同様に整理すれば表1-1のとおり。 

 

表１－１ パイロット事業の現状 

 予算化のめど 懸案・特記事項 

ランパン 
DPT-不要 

市-2010、2011 

最も先行。地元は協力的だが上物への支援の期待あり。 

保留地地予定処分の法的な整理がネック。独自の換地設計 

ナーン 
DPT2009-10 

市2010-11 

事業計画変更に対する反対地権者協議、再事業計画変更必 

要 

ヤラー 
DPT2008、2009 

市2011 

強制執行手続きの検討が2カ所（うち残り1カ所）。 

治安上現地でのOJT困難 

ピサヌローク 
DPT2010-11 

市2010-11 

路線化方式による換地設計のナーンに続く2地区目のOJT必 

要（1～2年目） 

ナラティワート 
DPT2010-11 

市2010-11 
治安上現地でのOJT困難 
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3）BMA、NHAの取り組みの現状 

BMAについては組織もしっかりしており、2地区（ラマ9世公園隣接地区、ノンブアモ

ン地区）を重点的に検討中。DPTとの関係はお互いに遠慮があり十分円滑にいっているよ

うには感じられなかったが、JCCのなかでウドム局長から、「これまでは遠慮があったが、

今後は理解をシェアし、ともにエキスパートになろう」（対BMA、NHA）とのコメントが

あり、今後の協力が進むものと予想される。 

NHAはスタッフも乏しく、区画整理を自力で進めるほどの体力には乏しいように感じ

た。2地区［ラカバン（バンコク）、ペチャブン］で調査検討中。DPTへ技術協力依頼を出

しているところからもDPTとの連携は構築されつつある。 

 

（2）課題 

1）法制度関係 

a）仮換地の指定行為による使用収益の開始規定がない。 

日本の土地区画整理法（以下、日本区画法）98条、99条に規定される仮換地及び使用

収益の開始についてはタイ区画法に法的な規定がないが、換地処分前に保留地予定地処

分が進む方法の検討が事業資金の確保のために必須の課題である。この際、タイ区画法

53条で土地区画整理顧問会に助言を求め決定される換地計画が使用収益の開始に相当

する手続きのための公式の区画割りとなり得る。タイ側も長期専門家から一定のアドバ

イスを受け、日本における保留地証明と同様の制度により運用上の対応を検討する方針

であるが、具体的には明確となっていない。 

 

b）従前地の使用収益の停止規定や建築行為の規制規定がない。 

日本区画法の76条の建築行為等の制限や100条の使用収益停止等に相当する事業認可

後の建築行為を禁止する規定がないため、建築物を建て、ゴネ得を狙うケースがある。

これらは、関係する登記部局、建築管理部との連携による運用で対応する方針であるが、

運用ルールが明確となっていない。 

 

c）強制執行規定がない。 

日本区画法では強制執行規定（77条の直接施行規定）が事業促進の肝である。タイ区

画法6条11項、13条8項、57条に収用、タイ不動産収用法を引いているが、そもそも区画

整理では原則買収行為がないためタイ不動産収用法との関係が不明確。また、58条には

日本区画法の直接施行と同様の規定があるが、本条文の解釈や運用がほとんど検討され

ていないもよう。さらに、タイ区画法36条では、組合のほかすべての場合で2/3同意規定

がある（逆に1/3未満の反対者がいても事業実施に踏み切ることができる）。 

これらの強制執行規定は今後BMA所管区域内等の既成市街地内で事業を進めるため

に有効なものとなってくるがまだ具体的な検討がなされていない状況。 

 

以上の課題については、2009年11月4日の協議においてスポン副局長より「タイ側に

言いたいこととして、日本の区画法、関連法規をもっと勉強してほしい」とのコメント

があり、タイ側のニーズも強い。また、タイ側は英語の資料ではよく読みこなせないた
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め、タイ語の翻訳費用を計上して、今後進めていく方針。 

 

2）予算、税制度関係 

基金がようやく立ち上がるところ。基金には補助金、融資が組み込まれている。まだ

具体的な基準が明確となっていない状況に加え、予算規模が小さいため、機能していな

い。今後、他の施行者の事業の掘り起こしのためにインセンティブとなるような仕組み

として全体を構築する必要がある。特に組合への公費投入（補助金制度）、公共施設管理

者負担金制度についてはまだ検討にも着手されていないが重要な課題である。 

税制度についても、日本の固定資産税に相当するものはないが、土地または建物を所

有する人がその土地または建物を使って利益を上げた場合に納める土地建物税があり、

地方公共団体に納付されるため、これらは地方公共団体にとってのインセンティブとな

り得る。 

以上の課題については、11月4日の協議において、プリチャー総合計画部長（前区画整

理部長）のコメント「サポーティングシステムの構築に経済面のシステムが欠かせない。

現在のパイロット事業は国（DPT）が100％出しているが、今後は地方への補助率による

事業促進のインセンティブを日本から学ぶべき」とのコメントがあり、タイ側のニーズ

も強く、タイの状況を踏まえた仕組みの構築が急務である。 

 

3）土地区画整理事業の普及関係 

ランパン市や地権者などへのヒアリングでは、区画整理事業による行政の保留地処分

について理解が十分されてないこと、区画整理事業内の事業と外の事業（上物整備など）

の区別が十分されていないこと、なかには区画整理事業がJICAによる上物整備プロジェ

クトと誤解している人もいたことなどがあり、土地区画整理事業に対する正しい理解が

不十分。また、タイ一般市民の認知度も乏しい状況。土地区画整理の国民的な正しい理

解を促進する必要がある。 

一般への普及に併せ、施行者となり得る者への普及方法については今回十分調査でき

なかったが、日本における経験を踏まえニーズ調査（活動3-1）を的確に設計することが

長期専門家に求められる。 

 

（3）今後の提言 

1）計画的・継続的な支援について 

パイロット事業の推進とDPTから各施行者へのサポーティングシステムを車の両輪と

して進めていく必要があること、及びいずれについても最低1つの地区で換地処分→清算

まで実施を完了させ成功事例を目に見える形で示す必要がある。その際、日本の区画整

理を押しつけるのではない一方、道路整備的な手法（区画整理くずれ）に陥らないよう、

うまくマネジメントすることがまさに求められている。そのために全体の4年間を前期2

年と後期2年で区切って整理すべきと考える。 

つまり、プロジェクトの前半2年は、パイロットプロジェクトが突き当たっている各種

の課題をクリアしつつ、初めて経験する土地の処分についてのOJTを進めることと、スポ

ン副局長・プリチャー前部長からの指摘があったサポーティングシステムのための運用



－12－ 

指針づくりである。この前半でしっかりした体制が構築できない場合は、パイロットプ

ロジェクトが次期プロジェクト期間中に完了・収束できない可能性も否定できない。前

半での対応を踏まえ、後半2年は、初めて経験する換地処分、登記、清算のOJT及びこれ

に対するマニュアルづくりである。 

PDM、POの議論を通じ、今回の長期専門家は相当な負担がかかることが想定されるこ

とから、長期専門家をサポートすべき短期専門家の分野は、今後換地設計が進むピサヌ

ローク地区における換地設計や後半の換地処分、清算などの業務分野に加え、（2）1）、2）

に掲げるような法律・基準、予算制度等の課題の行政分野まで表1-2のように多岐にわた

る。短期専門家を適時に適切な内容で適材を投入することが重要である。 

 

表１－２ 短期専門家の派遣が想定される分野 

Replotting Plan 

換地設計のフォロー 

住民合意形成の実務 

換地計画承認手続き 

保留地処分、販売の実務 

Replotting disposition 

土地の処分の実務 

登記実務 

登記にかかわる不動産関係法令との調整 

清算実務 

Implementation 

management 

仮換地・使用収益に関する調整 

使用収益停止、建築規制に関する調整 

公有地処分に関する調整 

強制執行（直接施行）に関する調整 

予算制度（補助金システム、融資、税制） 

自治体能力向上、支援体制整備 

進捗管理技術（施行計画管理、資金計画管理） 

事業計画変更・工事執行計画 

 

2）日←→タイの円滑なコミュニケーション等について 

今後、現地と法律の運用のフィードバックがより盛んになるため、これまで以上に求

められ、業務調整員の配置等の所要の対応が必要。併せて、長期専門家が多岐にわたる

業務に専念できるよう業務調整員の役割が重要。 

 

１－７－２ 団長所感 

（1）DPTの更なる能力向上の必要性 

タイにおける土地区画整理システムの整備に関しては、1990年代より主にDPTをカウンタ

ーパートとして協力が継続的に実施され、土地区画整理法（2004年12月）、政省令・規則、

基準といった法制度が整備されるとともに、事業を実際に展開していくための計画（マス

タープラン）や実務マニュアルなどが策定され、更に土地区画整理の適用事例としてパイ

ロットプロジェクトの開始をみるに至っている。この結果、DPTの中に設置された（暫定組
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織ではあるが）土地区画整理局（LRB）に相応の技術力が蓄積されつつあることは確かであ

る。 

しかしながら、パイロットプロジェクトが動き出すなかで、事業遂行上のさまざまな問

題・課題も顕在化。DPTにおいては、机上の理論ではなく実務上の問題としてこれらの課題

に適切に対応することが求められるなか、現行プロジェクトで派遣中の専門家による助言、

アドバイスを拠り所としている現状にある。DPT自らがこうした実務面における問題解決力、

判断力を備えることが、自立的に発展していくうえで極めて重要。 

他方、バンコク都市圏においても土地区画整理のニーズが高まりをみせており、バンコ

ク都庁（BMA）や国家住宅公社（NHA）がいくつかのプロジェクトを検討しているが、事

業化には至っていない。土地区画整理というツールがバンコクのような都市の開発・再開

発に特に有効であることをかんがみれば、DPTに蓄積されつつある技術・ノウハウをこれら

都市開発に活用できるようにしていくことも重要。 

 

（2）協力の組み立て 

協議を通じ、本協力でもって日本の支援をフェードアウトすること、そのため協力期間

内で独り立ちできる能力・技術力を身につけなければならないことについてタイ側はしっ

かり認識した。日本側もそのための支援を惜しまないことが肝要。 

本協力を進めるにあたり重要なことは、土地区画整理事業というツールがタイに定着し、

バンコクをはじめとする都市部の開発・再開発において持続的に活用されていくという道

筋をつけることである。このため、協力期間内においてDPTの自立発展性が確保されること

が肝要であるとともに、DPT以外の土地区画整理事業者の実施能力を高めていくことも重要

である。これらの点を踏まえ、協力の内容及びスケジュールを検討し、PDM及びPO案を作

成、合意を得た。協力のポイント（成果及び活動）は以下の3点である。 

① 事業の開始から完了までに必要な実務レベルでの技術移転、並びに事業実施の過程を

通じた土地区画整理システム、基準・マニュアル等へのフィードバック 

② 他の土地区画整理事業者（自治体、NHA、BMA等）に対するDPTを通じた支援体制の

構築 

③ 土地区画整理のタイ国内における認知度の向上（ニーズ調査を基にした適切なPR行動

計画の作成、及びそれに基づくPRの実施） 

 

1点目について。特に換地に関連する実務（換地処分、換地計画、保留地処分）はこれか

らであり、日本側からの技術移転が必要な分野である。 

また、事業執行全体を通じて、これまでに整備された基準やマニュアル類を改訂し移転

された技術の総合化・体系化を図るとともに、土地区画整理システム自体への適切なフィ

ードバックが必要。例えば、土地区画整理法を超えたところで、土地法や建築規制法とい

った別の法体系との整合に関する事項があることが判明しており、DPTがDPT以外の部署と

の調整を積極的に行いつつ、運用や法制度にフィードバックしていかねばならない状況に

ある。さらに、資金調達にかかわる課題も表面化しつつある。すなわち、事業者の全額負

担となる区画道路の整備など、財政的に厳しい状況下にある地方自治体では、土地区画整

理事業自体の推進の足かせとなる状況が出現しており、こうした資金調達に係る制度・フ
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レームワークの再設計も重要である。こうした側面について、長期及び短期専門家を投入

し、DPTの活動を支援することとした。 

2点目について。DPTに蓄積された技術・ノウハウについては、他の土地区画整理事業者

（自治体、NHA、BMA、民間等）が習得し、活用できるようにしていくことが肝要。特に

バンコクのような大都市部においては土地区画整理というツールの適用が今後重要となっ

てくることから、事業者としてのBMA、NHAの存在は極めて重要である。こうした認識に

基づき、DPTにおける定期的な研修体制の構築及びDPT県事務所による周辺自治体等への研

修の開始とともに、DPTとこれら事業者との適切な関係（技術的支援、指導・監督体制等）

の構築について、日本側としても必要な助言・アドバイスを行うこととした。 

なお、DPTは、これら他事業者との関係構築の重要性を認識しているものの、DPTにまだ

成功例がなく、自信をもって他の事業者を指導・助言していくという迫力に欠けるところ

がある。このため、BMAやNHAとの間で具体的にどのような関係を築き、どのような活動

をしていくかについて、現時点でDPT側は明確にイメージするところまでは至っていない。

今回のPDM作成においては、OJT、タスクフォースの設置等について例示的な記載にとどめ

たが、今後、協力の開始までにDPTにおいて更に具体的に検討するよう促した（BMAから

は日本人専門家による直接的な支援の可能性に言及があったが、あくまでDPTを通じた協力

という形とした）。 

 

（3）協力の期間・スケジュール 

協力期間については、上記活動をかんがみ、おおむね4年とした。現時点で想定されるパ

イロットプロジェクトの工程によれば、協力期間内（2010年4月スタートとして2014年3月

まで）の完了が十分見込まれるものの、協力の終了時期についてはパイロットプロジェク

トの終了とリンクさせた形とはせず、仮に協力期間内にパイロットプロジェクトが完了し

ない場合においても、協力は一定の成果をもって終了できるようPDMを作成した。ただし、

協力期間内に成功事例をつくることは極めて重要な意味をもつことから、パイロットプロ

ジェクトの現時点での工程が遵守されるよう、タイ側において必要な予算や人員を確保す

ることについてミニッツに明記した。 

 

＜ランパン地区におけるパイロットプロジェクトについて＞ 

市施行により実施されているランパン地区は最も進捗が早いとされているが、換地に

係る地権者同意が完全に得られていないこと、保留地の処分に関する見通しがはっきり

していないことなどから、2010年度（2009年10月～2010年9月）の市の予算は現在のとこ

ろ見送られている。このため、現地視察の際、市当局に対して年度内の補正予算確保に

ついてわが方より要請したところ。なお、現地での地権者との対話では、工事が実際に

進行していないことに対するいらだちも伺われることから、地権者同意が得られている

エリアの区画道路工事を先行するなど、事業の進め方に工夫が必要ではないかと感じら

れた。 

 

（4）投入 

日本側の投入としては、土地区画整理の全体的なマネジメントを行う長期専門家ととも
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に、換地処分、換地計画及び事業実施管理を中心とする個別分野での短期専門家を想定。

これに関し、タイ側より、長期専門家に係る活動が多岐にわたることから、業務を円滑に

遂行するためのプロジェクト調整員の投入が必要との指摘。タイ側が一部コストを負担す

るとの申し出もあり、ローカルスタッフによる充当についてPDMに記載した。 

長期専門家については、（1）で記したようにさまざまな実務面での課題が随時顕在化し

てくると予想されることから、プロジェクトの全期間がカバーされるよう派遣計画を立て

る必要があると思量。また、長期専門家には広いバックグラウンドが求められるが、1名で

の対応に限界があることも事実であり、短期専門家や本邦研修のほか、上記プロジェクト

調整員によるバックアップが肝要。特に、短期専門家については、想定される課題に対応

してタイミング良く派遣できるよう、柔軟に対応していく必要がある。 

 

（5）その他 

DPT局長がJCCの場において、「土地の不足がseriousでないタイにおいて地権者の「応分

の負担」に対する疑いの目がいまだ十分晴れていないところもあるが、土地区画整理がタ

イの都市開発において必要不可欠なツールとなっていくことは間違いなく、タイ独自のシ

ステムづくりを引き続き支援してほしい」と述べ、DPT土地区画整理部の今年度（2009年度）

内の正式発足及び人員・資金面での強化、BMAやNHAとの共同実施体制づくりを明言した

ことは、本協力に対するタイ側の大きな期待の現れであると思量。 

また、実際に事業が進行し、さまざまな問題点が山積しつつある現状にかんがみれば、

一刻も早い協力の開始が望まれるところであるが、実際の専門家派遣開始までには数箇月

間のインターバルができることとなる。この間、DPTが新たな協力の開始に向けて必要な準

備作業を行い、また、これまでの協力によって得たDPTの技術力をレビューしつつ日々の業

務を進めることが肝要であるところ、事務所におかれても、状況を適時モニターするなど

引き続き支援をお願いしたい。 
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第２章 タイにおける都市計画等諸制度と土地区画整理の事業方式 
 

２－１ 都市問題と土地区画整理の取り組み 

２－１－１ 現状・課題 

タイでは近年急速な工業化・都市化が進むにつれて、人々の生活環境、健康に影響を与える

都市問題及び環境汚染が深刻となっている。 

都市問題としては、特にバンコク首都圏（バンコク都と周辺5県の行政区域範囲全体の一般的

総称）は、 2008年に約 1,016万人の人口（出典“Statistical Profile of Bangkok Metropolitan 

Administration 2008”、資料編10、付属資料7.入手資料⑬）を擁し、国家GDPの約5割を占める一

方、発展に起因した急速な都市化の拡大により、都市機能が損なわれている。 

このような大都市圏の乱開発による都市環境の悪化、交通渋滞の発生、経済活動の非効率化

などのさまざまな都市問題に対し、わが国はタイ内務省公共事業・都市地方計画局（Department 

of Public Works and Town & Country Planning：DPT）に対して1993年から都市計画の人材能力強

化の支援を開始し、1999年6月から2005年5月までの期間で、適切な都市計画及び都市開発手法

の導入を目的とした都市開発技術向上計画（DMUD）プロジェクトを実施した。このプロジェ

クトの貢献により、2004年12月のタイ国会において土地区画整理法が審議を経て制定された。

その後タイ政府は、土地区画整理事業実施のための制度体系の整備とDPTをはじめとした公的機

関における事業実施能力の向上を目的として、日本政府に対して技術協力プロジェクト「土地

区画整理促進プロジェクト」を要請し、2005年11月から2009年11月までの4年間の協力期間で同

プロジェクトを実施した。 

 

２－１－２ タイの都市計画等制度 

都市計画には、規制的手法と開発的手法の両方があるが、タイでは前者の占める割合が大き

い。「都市計画法」は、この規制的手法の根拠となるもので、1952年に旧法が制定され、1975年

に全面改訂され今日に至っている。 

本法律は、「都市総合計画（General Plan）」と「特定計画（Specific Plan）」で構成されている。 

「都市総合計画」は、都市計画の目的を達成するために、土地利用、通信、交通、公共事業、

環境に関連する分野の整備、開発、保全のガイドラインとなるものである。全国の都市を対象

として、5年ごとに改定を図るものとされている。 

「特定計画」は、開発的手法として、特定の地域を整備、開発、保全するための計画であり、

土地利用・建築用途に関するより詳細な規制、土地収用まで含んだ具体的制限を規定できるも

のであるが、まだ実施事例はない。したがって、実質的には規制的手法である「都市総合計画」

のみが機能している。 

「都市総合計画」は、日本の用途地域と都市計画道路の入った都市計画図に近いものである。

用途地域としては、低密度住宅地域、中密度住宅地域、高密度住宅地域、商業地域、工業地域、

流通業務地域、農村農業保全地域、農村農業地域、文化的遺産保全地域、公共サービス用政府

機関地域等に区分されている。 

現状のバンコク都市総合計画では、用途地域ごとに、建てられない建築物、セットバック条

件、容積率、建蔽率などが規定されている。同総合都市計画による容積率は、低密度住宅地域

100～300％、中密度400～500％、高密度600～800％、商業地域500～1000％と、日本に比べ各用
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途地域とも高容積が認められている。ただし、低密度住宅用地では、ゾーン面積の10％までの

例外用途が認められ、かつゾーン面積が広いため、幹線道路沿いに高容積の商業業務施設の立

地が可能である。このような例外規定の存在と、容積率規制の本格的導入の遅れ（バンコク全

体の用途地域と容積率規制は1992年発効）が、乱開発の原因となってきている。 

このほか都市計画法以外に、土地、建物を規制する法律としては、建築規制法、各市のつく

る建築規制法施行令（By-Laws）がある。また、高層建築物（23m以上のものを指す）や特別大

規模建築物（総床面積1万m2以上のものを指す）について容積率を全国一律に1000％としている

など、全体的に規制が緩く設定されている傾向がある。 

この原因としては、地権者が自分の土地の自由な利用にこだわり、用地処分が規制されるこ

とに強い抵抗を示すという、タイの一般的な風潮に起因しているものと考えられる（＊以上本

稿、『土地開発と土地利用規制制度』（重富真一）、『アジアの大都市 1バンコク』『バンコク都

市総合計画図』を参考。またタイ都市計画法、建築規正法等の邦訳は、『タイ国 都市計画関連

資料』笠原勤他1993を参考）。 

しかしながら、タイの都市計画法には、市街地開発事業の明確な規定が、上記「特定計画」

以外になく、まして土地区画整理事業の位置づけも記載されていない。日本の場合、土地区画

整理事業の施行により、従前の用途地域の変更や容積の割り増しがインセンティブとして働く

が、タイでは既存用途のところを開発し、しかも容積が大幅に緩和されている実態であるため、

整備後の容積率などの割り増しが事実上期待できない状況で、都市計画制度の側から区画整理

へ誘導する方法に欠けている点など、将来の課題として改善を図っていく必要があるものと考

えられる。 

 

２－２ 土地関連税制等 

土地の利用を間接的に方向づけるものとして、土地関連税制があるが、タイにおいては、日本

と比べ、実効性が著しく低く、遊休地を開発に向け誘導する動機に乏しいと判断される。 

まず、タイの不動産保有課税には、地方開発税と土地家屋税があるが、自家の住宅用地に税は

かからず、放棄していても課税されない。よって、不動産保有に対する課税ではなく、営業活動

に対する課税という考え方である。また、不動産売却による課税も存在しているが、日本に比べ

税率が低い。相続税や譲与税も存在しないので、地権者は開発を急ぐ必要もなく、安心して更地

を所有し続けることができる。 

地方自治体には宅地開発による税収が直ちには期待できないため、開発へのインセンティブが

働いていない。この意味で土地関連税制が、土地利用の公平性や効率性を間接的に誘導する効果

を十分もち得ていないのがタイの現状である（以上本稿、『土地開発と土地利用規制制度』（重富

真一）P125-127、『アジアの大都市1 バンコク』を参考）また、都市計画法以外にも土地に関連す

る法律は多岐にわたり、土地所有、不動産税、インフラ事業、土地規制、開発事業、公共用地利

用等に法規定があるが、多くの機関が関連し、総合的都市開発のために相互に調整されていない

のも別途の課題である。 

 

２－３ タイにおける土地区画整理事業の実施方式 

 （1）タイにおける土地区画整理事業実施のおおまかな流れ 

タイにおける土地区画整理事業実施に関係する組織を、2004年のタイ土地区画整理法の条
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文に従って整理する。［図2-1及び付属資料6.（タイ国）土地区画整理法2004年参照］まず、土

地区画整理事業施行者とは、法35条で（1）（区画整理）組合、（2）DPT、国家住宅公社（NHA）、

地方自治体、（3）土地区画整理施行者として設立された公共機関、（4）省令が定めるその他

機関と規定されている。 

これらの土地区画整理事業施行者からの事業計画の認可申請に対し、DPT県土地区画整理委

員会（委員長は県知事、委員構成等11条に規定）、BMA土地区画整理委員会（委員長は都知事、

委員構成等12条に規定）は、区画整理事業マスタープラン及び区画整理対象地区の計画につ

いて中央委員会に案を提出し、承認を得たのち、認可する権限をもつ。このほか組合の設立

の認可、及び組合の業務遂行の管理監督権限ももつ。 

土地区画整理基金はDPT内に設立され、その資金は施行者に対する貸付金、区画整理の実施

に必要なインフラなど整備を行う地方自治体など行政機関に対する補助金または貸付金等の

ために支出される。その運用委員会（委員長は内務事務次官、委員構成など80条に規定）は、

土地区画整理事業施行者からの資金利用の申請を許可する権限をもつ。 

土地区画整理中央委員会（委員長は内務大臣、委員構成5条に規定）は、土地区画整理に対

する重要な政策、目標及び手法を定めるほか、先の区画整理事業マスタープラン他の承認を

行う。また、土地区画整理の標準や事業認可の基準及び方法に関する規定、補助金または融

資の支給に関する規定、土地区画整理基金からの融資及び補助に関する規定等を発布するな

ど区画整理に関する各種の基準、規定を定めるものとされている。その業務遂行の施行部署

として、内務省公共事業・都市計画局（DPT）がその任にあたることになっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ タイの土地区画整理に関係する各機関 

土地区画整理中
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また、タイにおける土地区画整理事業は、上記各機関が図2-2のプロセスで業務を行い、実施さ

れる。 

 

図２－２ タイにおける土地区画整理事業実施プロセス 

① 土地区画整理「県マスタープラン」の策定 

・ 土地区画整理事業を実施すべき（市街地整備が必要な）区域を定める。 

・ DPT県事務所、BMAが案を策定 

・ DPT県事務所、BMAが案を地方区画整理審議会に承認申請 

・ DPT県事務所、BMAが案を中央区画整理審議会に承認申請 

 

② 土地区画整理 「事業（プロジェクト）マスタープラン」の策定 

・ 土地区画整理事業の区域、事業計画（資金計画を含む）等を定める。 

・ 施行者が案を策定 

・ 施行者が案を地方区画整理審議会に承認申請 

 

③ 地元説明 

・ 施行者により、公共施設の配置、換地先の概要、資金計画、スケジュールなどについて

地権者に対して説明 

 

④ 工事等の施工 

・ 施行者が支障物件、工作物などを撤去 

・ 国、公共団体、基金などが事業実施のため必要な資金を補助又は融資 

・ 施行者が将来の管理者と協議して、道路、公園、上下水道、排水路、電線類地中化など

の公共施設を整備 

・ 施行者が宅地を造成 

 

⑤ 保留地の処分 

・ 施行者が保留地を処分 

 

⑥ 換地処分、精算 

・ 施行者が換地後の土地を土地台帳（登記簿）へ登記 

・ 施行者が清算金を徴収または交付 

 

⑦ 事業完了 
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２－４ 関連機関の組織・体制と土地区画整理事業の取り組み状況 

土地区画整理事業に関連する主要組織として、内務省公共事業・都市地方計画局（DPT）、バン

コク都庁（BMA）、国家住宅開発公社（NHA）の組織概要とおのおのの土地区画整理事業への取り

組み状況を紹介する。 

 

２－４－１ 内務省公共事業・都市地方計画局（DPT） 

DPTは内務省内の局であり、土地区画整理事業を主管する。当局には、国土・地域計画部、都

市総合計画及び特定計画部、都市及び地方計画開発部、建築指導部、建築部、共通支援部とし

て都市及び地方計画技術部、計画標準開発部、海外協力室、都市開発研修センターなどがある。

また地方事務所が、75の県ごとに設置されている（後述 組織図2-3参照）。 

土地区画整理事業に特に関連する局内の組織としては、区画整理事業を直接主管する都市及

び地方計画開発部、区画整理の県マスタープランのベースとなる都市総合計画を所掌する都市

総合計画及び特定計画部、測量や図面作成、インフラの計画設計など技術指導を所掌する都市

及び地方計画技術部、調査分析、計画設計標準などを所掌する計画標準開発部や法務室等があ

る。 

公共事業という名前がついているが、当局は都市及び地方計画の計画、技術面の策定が主た

る業務で、道路等の建設の主力は、別途運輸省地方道路整備局等が実施している。 

土地区画整理局（LRB）は、この下に、2002年10月の省庁再編に合わせて設立された特定部

（Internal Units）である。このため、区画整理部は正式な部と位置づけされておらず、所属する

スタッフは都市及び地方計画開発部等からの派遣や兼務となっている。さらに、区画整理部の

事業予算についても他部経由の要望となっており、予算確保、予算執行面の制約が大きく、正

式な部への格上げが待たれるところである（2010年度要求中）。 

 

２－４－２ バンコク都庁（Bangkok Metropolitan Administration：BMA） 

（1）組織の概要 

バンコク都の総人口は2008年、571万人でこの10年程度飽和状態であるが、周辺5県を含

めた首都圏全体としては、2008年で約1,016万人とこの10年で約85万人の人口増を示してい

る（出典：“Statistical Profile of Bangkok Metropolitan Administration 2008”）。 

バンコク都は、特別法によって設置され、知事は公選で、他の県の官選知事とは異なり、

知事権限が大きい。県レベルと市レベルの行政機能を併せもつが、東京都のように区以外

の市町村をもっているわけではない。都の下に、50の区がある。 

都知事の任期は4年で、副知事がそれぞれ行財政全般、公共事業関連、教育、保健衛生な

どの業務を分担している。実際の実務の執行責任者は、後述図2-4に示す都次官（Permanent 

Secretary for the BMA）で、次官補を従え、各部局を統括する。各部局は、組織図（図2-4）

に示すとおりであるが、90年代に入って行政需要の拡大に対応して、地域社会開発局

（Dept.of Community Development,1992）、交通運輸局（Dept.of Traffic and Transportation,1993）、

都市計画局（Dept.of City Planning,1995）が新設されてきている。 

バンコク都の財政規模は、90年代で、中央の2.5％程度しかなく、広範囲な住民サービス

需要のため支出されている。 

都市基盤関連支出は従来、下水処理、洪水対策、交通混雑対策が主力であり、都内、周
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辺部の道路、橋梁建設に、政府補助金が多く充当されている［以上本稿、『都市の行財政と

都市開発政策』橋本卓P281-303、『アジアの大都市 1バンコク』を参考）。 

都市計画局（Department of City Planning、総人員260名程度）は、都市計画課、都市開発

課、再開発課、測量・図面作成課等から構成されている。都市開発課は15名、再開発課は

36名の構成で、区画整理チームは都市開発課に所属している。道路事業や建築許可業務等

は、公共事業局（Department of Public Works）が担当している。 

 

（2）BMAにおける区画整理の取り組み状況 

・ バンコクの区画整理「県マスタープラン」の準備状況は、ターゲットエリアが多数存

在しているため調整に時間を要したが、年内にも素案を局内会議に立ち上げ、2010年

策定をめざしている。しかし、現在の検討地区は、組合施行を予定しているので、「県

マスタープラン」の承認とは無関係に進めることができる。 

・ 区画整理事業を検討しているのは主として「ラマ9世公園隣接プロジェクト」と「ノン

ブアモン・プロジェクト」の2つである。このほか、区役所から提案がある調査地区が

あるが、これらは区画整理や他の類似手法での検討となる。 

・ 「ラマ9世公園隣接プロジェクト」は、面積約9ha、地権者数36名。立地の良さから相

当な地価の値上がりが見込まれるが、地権者対応で苦労している。既に地権者説明を

何度も開催しており、区役所も前向きに取り組んでいる。 

・ 「ノンブアモン・プロジェクト」は、東西に都市計画道路が計画されており、比較的

コンパクトな地区である（両地区関連資料 付属資料4.参照）。 

・ 従来BMAは76の県の1県分の位置づけであったため、今回DPTの土地区画整理部が進め

ている「ラマ9世通り・プロジェクト」で連携関係が強化されることは、歓迎している。 

・ 今後の土地区画整理推進に向けて、BMAとしては、組合施行を主体に考えており、補

助金等事業資金の助成の有無が大きな要因と考え、DPTの制度創設を期待している。 

 

以上、DMUDを実施していた際は、土地区画整理のケーススタディー地区の検討に熱心

に取り組んでいたが、その後の促進プロジェクト期間は、組織的参画から遠のいていた。

このため、現在の事業実施の技術水準については、DMUD時代の区画整理の一般的ケース

スタディーの検討にとどまり、この間地元調整に終始していたと考えられる。今後DPTのパ

イロット事業推進で培われた技術、ノウハウを習得する必要性があるものと観察される。

ただし、財政力は上述のように「1割自治」にも満たない規模という制約はあるが、担当人

員の質的力量の高さや行政区域内の開発ポテンシャルの高さを考えると、DPT、BMA相互

の共通したプロジェクト促進を目的とした、連携体制の強化により、実施能力の向上が期

待できよう。 

 

２－４－３ 国家住宅公社（National Housing Authority：NHA） 

（1）組織の概要 

国家住宅公社（NHA）は、社会開発・人間の安全保障省（Ministry of Social Development and 

Human Security）の管理下にあるタイ唯一の公的住宅供給機関である。1973年に設立され、

主として低中所得者向け住宅（賃貸及び分譲）を建設管理、住宅取得に関する経済支援、
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及びスラムの居住環境改善等を行っている。 

近年、以前の政権が主張してきた2009年までに低所得者向けに60万戸の住宅を供給する

計画（Baan Eua-Arthorn Project）や地方分権（1999年開始）に伴い、地方自治体が実施する

住宅開発の支援を推進してきたが、政権交代により、政策動向が変化し、組織改変もなさ

れてきた。 

1976年から2007年までの32年間で、約56万戸の住宅（年平均1万7,500戸）を供給しており、

うちスラム改善1が28万5,000戸、住宅団地開発によるものが14万1,000戸、Baan Eua-Arthorn 

Projectによる住宅供給が7万8,000戸、公務員宿舎建設が5万戸となっている。2007年度は、

総建設戸数が3万6,184戸で、低所得者向け住宅が3万905戸（うちバンコク1万7,152万戸、地

方1万3,753戸）、スラム改善が4,606戸、地方の住宅供給が673戸となっている。また2003～

2006年度の事業規模は、表2-1のように計画されているが、主力であるBaan Eua-Arthorn 

Projectの実績をみても、相当程度下回っている状況にある。 

 

表２－１ NHAの事業規模の計画（2003～2006年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
出典：下記＊2、NHA資料による。（出典：＊1“Annual Report 2007,National Housing 
Authority”、資料編7入手資料⑮、＊2『タイ国 低所得者層向け住宅開発促進のための
能力開発プロジェクト事前評価調査報告書』2006.12、JICA社会開発部） 

 

                                                        
1 ここで住宅供給戸数に含めているのは、新規供給だけでなくスラム改善を含む既存の住宅環境の改善や移転等を含む広い概念

でとらえている。 
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組織は、後述図2-3に示しているように、新規供給だけでなく、過去に建設した住宅の管

理が相当な業務量となっていることが推察される。総人員数は正規職員で2,000名規模であ

る。 

区画整理を担当する組織としては、ニュータウン開発局（New Town Department 旧Special 

Project Department）があり、その下に都市開発・区画整理課、都市再整備課、農村整備課が

ある。総勢30名前後で、そのうち都市開発・区画整理課は10名、うち区画整理担当は3名で

ある。 

区画整理チームは、土地区画整理法ができたため、NHA内に設置された。NHAが区画整

理に関心をもつ理由は、都市開発に活用できるため、NHAの方針に合致していること、事

業費の低減を図れることなどである。 

過去には、バンピー・ニュータウン（640ha）のような大規模開発もあったが、今ではそ

れも終わり、20ha程度の比較的小規模な住宅地開発を手がけている。 

事業資金は、低所得向け住宅は別として、都市開発について補助金等はなく、都市開発

部門は独立した借入金で実施している。 

 

（2）NHAにおける区画整理の取り組み状況 

・ NHAは2年前から区画整理手法を研究しており、現在2つのパイロットプロジェクトを

検討中。うち1つのラカバン地区がバンコクにある。もう1つの地方にあるペチャブン

地区では、DPT県事務所とNHAの共同検討作業で、NHAの既開発地隣接の未利用地の

活用策である。 

・ NHAの区画整理関連予算は、今年度調査費は確保されているが、事業予算はない。 

・ 区画整理の実施については、都市開発課の10名が担当し、このほかNHA内の技術部の

支援も受けられる。 

 

以上、NHAは都市開発における過去の実務経験が豊かであり、住宅部門では2002年

度まで十数年間にわたりJICAの技術協力を受けた。業務範囲は、バンコクだけでなく

タイ全土で事業を展開しており、各地のプロジェクトの適地情報や自らの開発用地内

の遊休地等を多数保有し、今後その有効活用が必要とされてくるものと推察される。 

ただし、土地区画整理の実務の技術水準は、ケーススタディー地区の検討レベルに

とどまっていることから、DPTに対し正式文書で土地区画整理に関する協力要請をして

きたところである。したがって、DPTとの連携関係の構築に対して前向きに捉えている

といえる。 
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図２－３ 内務省公共事業・都市地方計画局（DPT）組織図 
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図２－４ バンコク都庁（BMA）組織図 
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図２－５ NHA 組織図 
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第３章 土地区画整理促進プロジェクトの到達状況 
 

これまでの土地区画整理関連プロジェクトでの実施事項 

土地区画整理に関する日本側の主な協力実績 

1980年代初頭 
日本での都市開発研修を受けたタイの研修生を中心に土地区画整理に対

する興味が強まる 

1987年～1989年 

JICAの開発調査「都市計画策定指針作成調査」が公共事業・都市地方計

画局［Department of Town and Country Planning：DTCP）（現DPT）］をC/P

として実施される 

1991年～1994年 
DTCPに長期専門家として、長野専門家（都市計画・都市開発）が派遣さ

れる 

1992年～1993年 
JICAの開発調査「区画整理事業適応調査」がDTCP（現DPT）をC/Pとし

て実施される 

1994年～1997年 
DTCP（現DPT）に長期専門家として、越智専門家（土地区画整理）が派

遣される 

1997年～2000年 
DTCP（現DPT）に長期専門家として、森田専門家（土地区画整理）が派

遣される 

1997年～1998年 BMAに長期専門家として、坂本専門家（都市開発）が派遣される 

1999年～2005年 タイ国都市開発技術向上計画プロジェクト（DMUD）実施 

2005年～2009年 タイ国土地区画整理促進プロジェクト実施 

 

３－１ プロジェクトの投入 

（「土地区画整理促進プロジェクト終了時評価調査報告書」2009.6より） 

 

３－１－１ 日本側の投入実績 

（1）専門家派遣 

これまでに合計で5名の長期専門家と6名の短期専門家が派遣された。各専門家の指導

分野と派遣期間は表3-1、表3-2のとおり。 

 

表３－１ 長期専門家の派遣実績（2005年5月～2009年4月現在） 

 指導・担当分野 派遣専門家数 合計（MM） 

1 チーフアドバイザー/土地区画整理制度 1 47.2 

2 土地区画整理マスタープラン 1 26.3 

3 土地区画整理パイロットプロジェクト 2 46.0 

4 業務調整 1 39.0 

 合 計 5 158.5 
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表３－２ 長期専門家の派遣実績（2005年5月～2009年4月現在） 

 指導分野 派遣専門家数 合計（MM） 

1 換地設計 1 0.9 

2 土地区画整理事業マネジメント 3 1.6 

3 土地区画整理マスタープラン 1 1.2 

4 民間セミナー・研修 1 0.2 

 合 計 4 3.9 

 

（2）本邦研修 

これまでに26名のカウンターパートが6回にわたり、本邦研修に参加した。研修内容

は土地区画整理マスタープラン、換地設計、土地区画整理事業のマネジメント、研修期

間はおおむね2～5週間である。 

 

表３－３ 本邦研修実績 

 研修分野 研修員数 研修期間 

1 土地区画整理マスタープラン 3 2005.4.15～4.29 

2 換地設計 3 2006.10.29～12.5 

3 土地区画整理事業のマネジメント 7 2007.9.19～10.19 

4 換地設計 3 2008.1.14～2.9 

5 土地区画整理事業のマネジメント 7 2008.6.1～7.1 

6 換地設計 3 2009.2.22～3.10 

 合 計 26  

 

３－１－２ タイ側の投入実績 

（1）カウンターパート（C/P）の配置 

プロジェクト開始時に22名のスタッフがプロジェクトに配置された（カウンターパー

ト15名、支援スタッフ7名）。2009年5月現在、カウンターパート12名、支援スタッフ6

名、合計18名が配置されている。カウンターパートについては、1名が定年退職、2名が

異動となった。 

 

（2）事務所スペースの提供 

DPT内にプロジェクトチームの執務スペース、電話、インターネット環境等を提供し

た。 

 

３－２ パイロットプロジェクトの活動・成果・実績 

パイロット事業のうち、事業認可を得た5地区の状況について、2009年10月16日時点での「促

進プロジェクト」資料を基に、以下紹介する（ただし、各地区の年度別資金計画表は、2009

年10月16日時点でのもので、その後の予算確定情況は反映していない）。 

これらの5地区のより詳細な進捗状況や現況写真、その他のパイロット地区の状況は付属資

料3.に記載する。 













 

－34－ 

３－３ パイロットプロジェクト推進上の課題 

現状では、パイロット事業は事業認可を受け着手されたところであるが、今後区画整理事業

を円滑に進めていくうえで、事業資金構造と確保方策についての課題が各地区に共通してみら

れ、早急に調整する必要がある。 

 

 （1）現状の事業資金構造と国、地方自治体の役割分担について―事業財源と地方自治体財源

の不足の懸念について 

パイロット事業の施行主体は、大部分がDPT県と地方自治体の共同施行で道路整備型の

区画整理になっている。保留地減歩は、当初の地権者の理解不足もあり、低く抑えられた

ため、事業財源に占める割合は、ランパン地区を除きごくわずかであり、事業資金の相当

部分が都市計画道路整備のための国費に依存する構造となっている。 

また、事業の役割分担としては、都市計画道路は国（DPT県）、それ以外の補助幹線、

区画街路は地方自治体の分担となっており、おのおの上下水道工事を含め公共事業費の投

入に依存した事業構造となっている。地方自治体分は、日本でいう地方単独費であり、財

源の不足が懸念される。 

上記課題に対し、タイの土地区画整理事業の事業資金としては、 

① 内務省DPTの道路など公共事業費 

② 内務省地方自治促進局（Department of Local Administration：DLA）の地方交付金 

③ 運輸省の地方道路局、高速道路局の道路整備事業費 

④ 内務省DPT区画整理基金からの借入れ 

⑤ 民間からの借入資金 

 

が考えられるが、目下のところ①の国（DPT）の資金しか投入されておらず、上記の多様

な資金源の導入が必要である。 

このほか、国と地方自治体との事業資金をめぐる役割分担は、現在施行中のパイロット

事業に限定された措置で、それ以降のプロジェクトに対しての国費投入については、まだ

決まっていない。 

また、パイロット事業実施以降のタイの区画整理事業の施行予定者の中心は、地方自治

体または区画整理組合と想定されているが、地方自治体にとって自前の事業資金の確保は

容易ではなく、区画整理事業組合へは補助制度がないため、調査の中でも、日本の補助金

制度の検討の必要性がDPT上層部より強く指摘された。 

 

 （2）保留地減歩率（自主財源）の増強 

土地区画整理制度は、いうまでもなく保留地を創設できる点に特色があるが、タイでは

事業が始まったばかりなので、区画整理の減歩と増進の概念の理解が乏しい。このため、

地主にとって区画整理により道路整備など公共の金が早く投入されるメリットは感じて

いても、減歩は土地を取られたという感が強く、パイロット事業においては早期立ち上げ

を優先するため、保留地減歩率もごくわずかで開始された。今後、完成成功モデルができ

るにつれ、理解が深まってくることが考えられるが、保留地売却資金が事業の最重要自主

財源でもあり、より適切な保留地減歩率を確保できるよう努力すべきであろう。 
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 （3）土地区画整理基金について 

「土地区画整理基金」は、事業の運転資金を確保するなど、土地区画整理事業を円滑に

進めるために重要な支援制度である。これまでに基金運営委員会が設立され、基金の設

立・運用に関する政省令の公布に向けて最終承認を得る段階にある。 

今後政省令が公布されたあと、実際に貸付金を執行することとなるが、貸付のための新

たな「基準、方法」が必要かは、今まで実績がないので、執行の具体的局面まで待つ必要

がある。 

しかしながら当初規模が7,000万バーツと少額で、小規模な事業にしか対応できず、総

額の不足は、事業の総事業費を考えると自明であり、今後の増強策が必要であると考えら

れる。 

 

３－４ 各部門別検討グループの到達状況 

３－４－１ 政省令、規則、規準等の制定状況 

必要な政省令、規則、基準等26のうち、土地区画整理基金関係の7を除き完了した。7件は

承認待ちだが、内務省内の手続きだけで閣議を必要としないため、近々すべて完了する見込

みである。 

 

３－４－２ 県マスタープラン、事業マスタープランの策定状況 

・ 県のマスタープランは76県中、67県が県区画整理県委員会で承認済み。うち24県が区

画整理中央委員会で承認された。 

・ 事業マスタープランも、9プロジェクトで策定された。（ヤラー、ナーン、ランパン、

ピサヌローク、ナラティワート、サムットサコーン、事業マスタープラン策定中の地

区としてウタイタニ、サムットプラカーン、スパンブリ地区がある。） 

・ 事業マスタープランの承認済み地区は、パイロット事業地区のヤラー、ナーン、ラン

パン、ピサヌローク、ナラティワートの5地区。 

・ それ以外に、今後県マスタープランが多数上がってくることが見込まれ、事業マスタ

ープランについても、今後2、3年で倍増する見込みである。 

 

３－４－３ 換地設計の実施事項 

・ 現在認可済み5地区で換地設計を検討中。顧問会は、ナーン、ランパン、ピサヌロー

クで設置済み。ヤラーは未設置 

・ ナーン、ピサヌロークの換地設計を完了 

・ 現在はピサノロークを材料にした内部研修を実施したほか、サムットサコーンも作業

中で、地主への地元説明会の反応を踏まえ、換地を3～4回フィードバックしたところ 

 

３－４－４ 研修の実績 

（1）一般業務研修の実施 

・ DPT県事務所、自治体職員に向け「区画整理業務研修」（2日間で法規、マスタープ

ラン、換地設計、事業マネジメント等を講義）を2007年、2008年、2009年と毎年実

施し、3年間で合計648名の職員が研修を受けた。開催場所は、2008年、2009年がバ
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ンコク、2007年、2009年が各4地域ブロックに分けて実施された（表3-9参照）。 

・ 研修講師は、DPT幹部、LRBが勤めるだけでなく、2009年度はパイロット事業地区

のヤラー、ナーン、ランパンのDPT県担当者も研修指導できるようになった。 

 

（2）換地研修の実施 

・ 「換地設計マニュアル」を作成し、2009年4月20～24日（5日間）、5月18～22日（5

日間）の集中研修を行った。対象は、パイロットプロジェクトのある10のDPT県事

務所、及び、関心の高いDPT県事務所5カ所の職員である。LRBでは7月28～31日ま

で換地研修を兼ねて、ピサヌローク、ナーン、ランパン地区の現場視察、県事務所

職員と意見交換を行った。 

・ このほか、LRB内部の換地設計班の研修を行い、習熟のための研修方式の改善を行

った。 

 

表３－９ 土地区画整理 業務研修の実績（2007年、2008年、2009年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３－４－５ マニュアル、ガイドラインの整備実績 

① マスタープラン・マニュアル、ガイドライン等作成状況 

「県マスタープラン策定マニュアル」「事業マスタープラン策定マニュアル」「事業マ

スタープラン策定様式」の完成 

② 調査研究として、「ランパン土地区画整理事業F/S調査」（タイ語。内容は、保留地を

対象にしたランパン市の観光情報センター構想が主） 

「タイ国区画整理公共施設等計画標準策定準備調査」（タイ語。内容は、バンコク大
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都市圏内の既存事例と既存標準の収集が主）を実施した。 

③ 「換地設計マニュアル改訂版」（タイ語版） 

④ 「土地区画整理事業実施ガイドライン」（内容は業務プロセスのフロー）の作成 

 

３－４－６ セミナー開催、パンフレットの制作等実績 

（1）5回のセミナー開催 

セミナーは毎回約200社を招待し、不動産、建設、運輸、都市開発分野のコンサルタ

ントが100社以上参加した。また、企業へのアンケート調査も実施した。セミナーでの

理解度は高かったが、実際に民間が事業に参加したわけではないので、インパクトとし

てはまだ不十分。 

 

（2）ニュースレター、ポスター、ウェブサイトによる広報 

ニュースレターは、毎回200部をつくり、民間大手企業向けに半年に1回ほど配布。主

としてセミナーの広報、起工式開催のニュース等を記載したA4版1～2枚程度の内容。 

ポスターは、半年に1回作成しており、セミナー開催の予告が主たる内容である。 

ウェブサイトは、開設していたが、今年（2009年）8月以降は、プロバイダーの契約

期間切れのため閉鎖。ただし、DPT局内ウェブサイトでの閲覧は可能。 

 

今後の課題としては、実際の区画整理の実施事例や補助金などが提示できない点である。こ

のため民間は興味をもっても投資収益性が把握できず、投資するかどうかの判断ができないと

いう意見があり、成功事例の早期提示が求められている。 

 

３－５ DPT県事務所の実施能力強化について 

DPT区画整理部（LRB）のC/Pは、自らパイロット事業を推進し、上記業務研修や換地設計

の講師を務めるなど、区画整理の実務能力は確実に向上してきている。しかしながら、LRBの

C/Pはパイロット事業推進に活動を集中する必要があり、自らが直轄で業務をこなすことが多

いため、DPT県事務所職員が独り立ちして区画整理の実務全般をこなすところまでは至ってい

ない。 

① 区画整理事業の業務の習得段階を、大まかに整理してみると、以下のようなプロセスと

なろう。 

② 区画整理の基礎的技術（知識）の習得段階 

③ 区画整理の計画、準備業務習得段階（県マスタープラン策定時期） 

④ 区画整理の実施準備、始動期業務習得段階（事業マスタープラン策定時期） 

⑤ 区画整理の事業実施、各種業務の進捗管理業務習得段階（事業認可後の詳細設計、換地

設計、工事、補償業務の遂行と進捗管理業務） 

⑤ 区画整理の収束業務習得段階（換地処分、清算、登記業務） 

 

これまで実施した一般業務研修は上記の①～⑤に係る内容で行われた。その結果、県マスタ

ープランについては76県中67県が県委員会の承認を得てきており、着実に技術の習得が進んで

いるものと判断される。事業マスタープランについても、現在9地区で策定されており、今後
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数年で倍増の見込みとのことで、業務の習得が軌道に乗っている。 

問題は、事業認可以降の④業務であり、現在5地区のパイロット事業が着手されたところか

ら、LRB自身も未経験な分野を地区ごとに解決しつつ、事業を完了に導いていかなくてはなら

ない。既に最近の認可地区の事例を材料にして、LRB本部と県事務所担当職員が共同して研修

講師を務めたり、換地グループが集中研修の中で施行地区の換地設計事例の共有化や現地視察

での意見交換を図るなど、DPT県職員の能力向上の努力は少しずつなされてきている。 

今後は、パイロット事業地区の推進を通じて、上記⑤業務も含め、LRB本部と県事務所担当

職員が共同して検討する機会を増やし、OJTにより業務習得に努める必要がある。そして、こ

のことにより得られた知見を、周辺自治体や周辺のDPT県自治体に広めていく研修も期待され

るところである。 

今までの一般業務研修に加え、上記④、⑤の業務分野は、計画設計から換地、工事、補償、

収束業務、予算確保、管理と極めて多岐で、かつ同時並行的に進み、事業進捗の局面により課

題が変化していくため、パイロット事業実施を通じてのOJT研修が有効である。この習得過程

によりパイロット事業実施地区の自治体やDPT県担当職員の業務遂行能力は向上が図られる

ものと考えられる。 

一方、要員配置面からいうと、多くの担当職員は、他の業務を抱えており、今までの専門も

異なる領域の職員が多い。この解決策としては、上記研修の強化だけでなく、パイロット事業

地区のDPT県事務所の区画整理担当課の設置や優秀な専任職員の配置等が必要であると考え

られる。 

 

３－６ その他残された課題 

本項では区画整理を進めるうえで、今後解決すべきタイの一般的な執行方式との調整事項、

支障案件について説明する。 

 

 （1）保留地の早期処分について 

「保留地」の概念は、区画整理事業によって新たに創設される土地であり、従前の土地

登記簿上存在しない土地である。一方、既存のタイ関係法令では、土地区画整理事業の換

地処分により、事業終了後底地の権利が確定し、登記を済ませたあとでないと建物を建築

することができない。日本では、施行者が「保留地予定証明」を出すことにより、早期処

分を図っているが、タイでは保留地自体が新たな概念であるため、「保留地」の換地処分

前の処分については、他の法律との調整が必要であり、区画整理中央委員会のサブコミッ

テイの中で、土地局と正式に協議の場をもつことが合意されている状況にある。 

このように「保留地」等の早期処分にあたっては、他の法律との調整が必要になろうが、

区画整理の基本的概念であり、運用上の解釈を徹底させる必要が残されている。 

また、保留地が国と地方自治体の共同施行で国有地と解釈される場合、タイの法律の中

では、国有地は売却ができないことになっていることも別途の調整課題である（ただし、

ランパン地区の場合、市有地であるため問題はない）。 

 

 （2）用地処分と登記、建築確認（許可）との関連 

タイの建築確認（許可）に関連する現行制度では、建築主は建築用地が登記簿上の登記
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用地と一致しなくてはならないとの規定がある。この制度では、一般民有換地、保留地共

用地購入者は、換地処分後、登記が完了してからでないと建築ができないとの解釈となり、

用地処分の支障となる可能性が大きい。 

 

 （3）事業期間中の建築制限等の規定がないことや、日本の仮換地指定、使用収益の停止、開

始措置がないことに伴う諸課題 

タイの区画整理法には仮換地の指定や使用収益停止の規定がない。したがって、換地計

画が決定し区画整理登記が完了するまでは、地権者による従前地の使用を法的に禁止する

ことはできず、事業が長期化する場合、従前地権者が勝手に建築物を建て、補償費が高騰

する危険性も伴うものと危惧される。反対に工事が完了し換地が使える状態になっても換

地の使用収益開始には従前地主の同意が必要となるなど、早期の換地の使用収益開始、特

に保留地を早期に売却する際に課題が発生することが想定される。 

 

 （4）強制力のなさ 

土地区画整理事業は、道路等公共施設の整備という公共性の高い事業であるので、日本

では強制収用など公権力の執行が可能である。一方、タイでは「土地区画整理法」57条に

収用の規定はあるものの、「不動産収用法」を準用することとなり、後者が優位で、土地

区画整理法の下での収用の適用が難しいといった一般的事情が存在する。 

 

 （5）清算金、登記の基準、方法の早期策定の必要性 

タイ区画整理法の清算金（同69条、70条）や登記（同71条）の条文では、「内務省によ

る基準及び方法で実施する」とされているが、実施にあたっての「基準、方法」は、決ま

っていない。今後、実際の運用上の課題を明らかにし、施行規則等で早急に現実的な執行

方式の実務に係る課題について、早期検討調整が必要である。 

 

 （6）区画街路等整備時期と宅地の整備水準について 

一般的に、タイでは幹線道路以外の区画道路整備は受益者負担の考えが根底にある。家

屋が建ちはじめてから、それに接道する区画街路の整備が行われるのが通常で、区画整理

事業のように先行して区画街路の整備を行うことは特殊であり、事業に地方自治体予算を

投入する場合は、地元議会等に区画整理手法の十分な説明、理解を得ることが必要である。 

また、一般的な宅地造成の場合、宅地の盛土等整備は各地権者が行うことが一般的であ

るため、区画整理による合算減歩率と宅地の増進との関係も日本と異なる状況がある。例

えば、水没地のまま換地を行い事業完了とする事例や、事業の長期化を嫌う施行者（地主）

が（区画整理登記は法で工事概成後と謳われているにもかかわらず）工事途中で区画整理

登記を行い事業完了とすることが起こり得る。仮に区画道路が未舗装あるいは全く整備さ

れない状態で事業が完了となれば、減歩に見合うだけの整備が行われず、地権者は減歩に

よる土地のただ取りを被ることとなり、区画整理の減歩と宅地の価値の増進といった根本

概念すら危うくなってしまうこととなり、十分な注意が必要である。 
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第４章 プロジェクト概要 
 

４－１ プロジェクトの基本計画案 

４－１－１ 背景・目的 

タイでは、乱開発による都市環境の悪化、交通渋滞の発生、経済活動の非効率化などのさま

ざまな都市問題が生じていることから、わが国はタイ内務省公共事業・都市地方計画局（DPT）

に対して1993年から都市計画の人材能力強化の支援を開始し、1999年6月から2005年5月までの

期間で、適切な都市計画及び都市開発手法の導入を目的とした都市開発技術向上計画プロジェ

クト（DMUD）を実施した。DMUDでは、実施機関である内務省公共事業・都市地方計画局（DPT）、

DPT県事務所その他公的機関に都市計画とそれに基づく土地区画整理事業をはじめとしたまち

づくりの手法を紹介し、同プロジェクトの貢献により、2004年12月のタイ国会において土地区

画整理法が審議を経て制定された。このDMUDプロジェクトの成功をもとに、タイ政府は、土

地区画整理事業実施のための制度体系の整備とDPTをはじめとした公的機関における事業実施

能力の向上を目的として、日本政府に対して技術協力プロジェクト「土地区画整理促進プロジ

ェクト」を要請した。日本政府はタイにおける計画的な都市開発の必要性を認識し、2005年11

月から4年間の協力期間で「土地区画整理促進プロジェクト」を実施した。同プロジェクトでは、

①タイにおいて制定された土地区画整理法に基づく土地区画整理事業を実施するために必要と

される政・省令、規則、技術基準等の制定支援、②土地区画整理事業を実施すべき地域を規定

する土地区画整理マスタープランの策定、土地区画整理事業運営に至る各過程において必要と

される技術的ノウハウの蓄積をパイロットプロジェクトの実施を通じた技術支援、③セミナー

等を通じた制度の普及を行った。2009年5月に「土地区画整理促進プロジェクト」の終了時評価

（プロジェクトは2009年11月終了）を行ったところ、①～③についておおむね達成したことが

確認されたが、以下の課題が存在していることが確認された。 

a）残されたパイロット事業の完了に必要な実務的な技術の移転 

b）上記技術体系に関するマニュアルの完成及びパイロット事業完了の経験に基づく制度の普

及体制の構築 

c）土地区画整理を活用した都市整備の実施体制（実際の事業の計画立案と実施は地方自治

体、BMA、NHA及び民間セクターが実施し、DPTはそれを支える制度及び技術基準の整備

とコンサルテーションを行うという体制）の構築 

 

上記a）～c）への対応及びタイにおける区画整理事業の完了モデルを早期に形成すること並び

にタイにおける自立的な独自の土地区画整理制度を真に確立しそれを定着させることを目標と

して、タイ政府から支援体制強化をめざす継続的な協力が要請されている。 

 

４－１－２ 上位目標、プロジェクト目標について 

以下、PDMに従い、協議過程の議論等を踏まえて、各項目について簡単に説明する。 

 

（1）上位目標 

タイ「第10次国家経済社会開発計画」記載表現を参考にして、「土地区画整理事業手法が、持

続可能な社会、経済、環境のため、最も有効な都市開発手段として継続的に利用される」とした。 



 

－41－ 

（2）プロジェクト目標 

「DPTの土地区画整理実施能力と他の土地区画整理事業者への支援能力が向上する」 

 

４－１－３ プロジェクトの成果と活動について 

以下、プロジェクトの成果について、各活動内容を解説することにより、説明する。 

 

（1）成果1「パイロット事業の実施経験により、DPTの土地区画整理事業の実施方式、実践的

技術、ノウハウが向上する」 

 

活動1-1 パイロット事業のモニタリング及び事業管理を行う。 

今回プロジェクトは、今までの技術移転の収束と今後の自立的発展・普及を最大の目

標としており、プロジェクト期間内に、現在進行中の区画整理パイロット事業が円滑に

進捗するよう事業のモニタリング及び事業管理を行うことが必要である。特にランパン

地区の事業が、期間内に終了するか、換地処分、清算など業務の準備作業が進み、一連

の区画整理技術の移転が実質的に完了し、タイにおける土地区画整理の成功モデルを示

すことが最重点課題と判断される。 

 

活動1-2 パイロット事業を通じた実施面に係るOJTを実施する。 

区画整理の実務の習得のためには、座学だけでなく、実践的OJTが必要であることは、

既に「3-5 DPT県事務所の実施能力強化について」で述べたところである。これは、区

画整理事業の現場や顧問会で、地主と施行者のやり取りを体験し、双方が協力しあって

事業を進めている状況を見聞することから始まり、予算獲得、換地や工事をめぐる地主

との調整、その事業計画へのフィードバックといった事業の進捗管理面での経験を、OJT

を通じて習得しようとするものである。車の運転と同じことで、教習所で車の構造や、

交通規則を教わっても、実際路上で自らが運転してみないことには、自信もつかないし、

技術の向上が図れないことと同様である。 

この点から、今回パイロット事業を通じて、従来の技術移転の改善を図ると同時に、

新たに「換地計画」「換地処分」技術のOJT習得を追加している。 

 

活動1-3 土地区画整理事業に関連した法律と調整を行う。 

活動1-4 土地区画整理事業に関連した既存の規則、基準等のレビュー、改定を行う。 

区画整理法と他の法令（土地法、建築規制法等）との調整の必要性については、既に

前3章で指摘しているとおりである。 

現在DPT関係者が考えている手順は、次の3ステップで検討を進めることとしている。 

① 実施プロセスでの運用上の調整（現行法制度の下で、プロジェクト実施のなかで

調整） 

② 他の法令の規則、基準との調整 

③ 以上で無理な場合、区画整理法の改正（他の法律の改正は、当部の管理外にあり、

区画整理法の改正が優先） 
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日本人専門家は、日本での経験や法令等から上記の重要性やタイでの解決の方向性に

ついて適切にアドバイスすると同時に、進捗状況をよく監督し、場合によってはより上

級幹部に調整、改正作業の促進を提言する。 

 

活動1-5 パイロット事業の経験に基づくマニュアル、ガイドラインのレビュー、改定を行う。 

「事業マスタープラン」や「換地設計」のマニュアル、ガイドラインは、パイロット

事業の経験に基づき、適宜レビュー、改定されるべきである。特に、事業化にあたって

は、地区選定業務が大事で、都市開発の事業性や地元の合意可能性を十分考慮し、厳選

する必要がある。 

また、タイ式の換地設計は、各地の試みをみながら、現実への対応策を重ねながら、少

しずつ改良していく「ステップ・バイ・ステップ」のアプローチが、最も現実的であろう。 

今後の区画整理の換地処分、登記、清算金の処理等収束期の業務は、現実に実施する

にあたって、既存の他の法律と調整する必要が生じるものと考えられるが、その結果を

上記に反映する必要がある。 

 

活動1-6 既存の事業資金構造のレビューを行う。 

前述「3-3（1）事業資金構造と国、地方自治体の役割分担について」に記載している必

要性から、上記活動を追加し、活動2-4「事業資金構造を改善する」を加えている。 

 

（2）成果2「DPTによる土地区画整理事業者への支援体制が向上する」 

パイロット事業の推進と支援システムの確立は車の両輪であり、前者を通じてDPTの事業

実施能力の向上が図られ、以下の活動によりDPTの他の土地区画整理事業者への支援体制の

向上をめざすものである。支援体制は、研修による人員育成とBMA、NHA、地方自治体等

を対象にした連携システムの構築の2本柱である。 

 

活動2-1 換地に関連するカリキュラムが追加され、定期研修を実施する。 

研修については、タイ側から研修講師の育成が難しく、人材、資金、時間が足りない

との指摘があったが、自立的発展のためには定期研修の拡大を図る必要性で一致した。 

また、従来の換地コースに換地設計だけでなく、換地計画、換地処分を追加し、年間

の一般業務定期研修（regular trainings）を拡充することとし、研修教材も、各地区のさま

ざまな立地特性、事業実施に合わせた教訓を反映し、改定していくことも確認された。 

このほかDPT内に研修センターがあるので、既に確立している「都市計画研修」2の仕

                                                        
2 「都市計画研修」の主たる内容 

・都市総合計画（Comprehensive Plan）作成支援を目的に、30年ほど前から実施し、逐次充実させ、今日に至っている。担当

は、DPT内の「都市開発研修センター」（Urban Development Training Institute）である。 

・対象はタイ地方自治体職員とDPT県都市計画担当職員で、毎年100名程度が研修を受けている。 

・研修場所は、主としてDPT本局を使用しているが、地域ブロックごとに、3日間の集中コースも実施している。 

・研修コースは、基礎コース、新人養成コースなどさまざまであり、2年前には自治体市長向けも実施 

・教材は、都市総合計画部で作成し、講師はDPTの管理職や外部の有識者をあてている。 

・今後は、「都市計画」から「都市開発」など事業の実施方式の習得へ重点を移していくことが考えられている。（カリキュラ

ムの内容等については、付属資料7.入手資料参照）。 
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組みを参考とすべきという意見や、ここに常設コースを設けることも考えられるという

意見もあった。 

 

活動2-2 DPT県事務所がDPT区画整理部の支援の下で、研修を実施する。 

今後の自立発展性のためには、上記のDPT中央の幹部が講師となり、DPT県事務所担当

職員向けに開催する一般業務定期研修だけでなく、パイロット事業を実施しているDPT

県事務所担当職員が周辺自治体等へ研修を行うシステムの開発が不可欠である。タイ側

には、まだDPT県事務所担当職員の能力がそこまで至っていないとの意見も多く出たが、

DPT本局の支援の下で行うことで合意された。 

 

活動2-3 DPTと土地区画整理事業者との連携体制を向上させる。 

支援体制の向上には、DPTの土地区画整理事業実施主体からの相談、コンサルティング

等による連携の強化が重要であり、活動として取り上げた。 

 

活動2-4 事業資金構造を改善する。 

活動1-6に基づき、事業資金の構造的な改善を図る。 

 

活動2-5 DPTとBMA/NHAの間で区画整理の特定プロジェクトについてタスクフォースを設

立し、稼動させる。 

前「促進プロジェクト」では、上記組織との組織的な連携体制の構築は、予定されて

いなかったが、同終了時調査などより、その必要性が指摘されてきたところである。今

回、バンコク首都圏の開発ポテンシャルの大きさ、両組織の人材、財源、事業実績、い

ままでの区画整理の取り組み状況と今後の期待などを調査し、連携の必要性を説明し、

DPT、BMA、NHA側も基本的に了承した。また、その連携活動のイメージについては、

単に研修への参加だけでなく、具体のプロジェクトをDPT主導の下で、共同で推進する「タ

スクフォース」の設置とその稼動について合意され、活動の具体的内容については次の

プロジェクト開始前までに明確化することとなった。結果的に、PDMでは両機関はC/Pと

して取り扱うのでなく、「BMA、NHAからの特別貢」として記載することとした。 

 

（3）成果3「土地区画整理事業の概念が一般に普及される」 

活動3-1 関連する組織に土地区画整理事業へのニーズ調査を実施する。 

活動3-2 土地区画整理事業の普及に係る活動方針を策定する。 

活動3-3 パイロット事業の経験に基づき、土地区画整理事業に係るセミナーを実施する。 

活動3-4 パイロット事業の経験に基づき、土地区画整理事業に係るパンフレットを作成す

る。 

 

促進プロジェクトで、民間企業向けのセミナーの実施や一般向けパンフレットなどの作

成は行われていたが、今回土地区画整理に関連する組織にニーズ調査を実施し、関心の領

域や普及のための要因を探ることとした。その結果を踏まえて、普及に係る活動方針を定

め、一方でパイロット事業の推進に伴う実施経験や教訓を反映したセミナーやパンフレッ
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トなどを作成することとした。 

タイにおける土地区画整理の普及のためには、まず県、自治体レベルの人材育成、体制

強化、次に民間セクター、3番目に地権者への啓発といった、対象を特定した段階的プロセ

スを踏む必要があるという意見も出された。 

 

４－１－４ 投入計画（案） 

（1）日本側 

① 長期専門家 1名（チーフ・アドバイザー兼土地区画整理事業マネジメント） 

② 短期専門家（換地計画、換地処分、事業進捗管理） 

  及び必要に応じて他の特定分野の専門家 

③ プロジェクト調整に係るローカルスタッフ（費用はタイ側と分担） 

④ 本邦研修（2～4週間×6－10人×年1回） 

 

（2）タイ側 

① カウンターパートの配置（DPT区画整理部及びDPT県職員） 

② BMA、NHAからの特別貢献 

③ ローカルコスト 

・ 備品付執務スペース、電気電話代等 

・ プロジェクト調整に係るローカルスタッフの費用の一部 

 

＜プロジェクトのコーディネーターの必要性について＞ 

今回プロジェクトでは長期専門家が1名であり、本来業務に集中してもらうためには、

単なる秘書や通訳でなく、事業の中身を分かったうえで、タイ側と日本側のコミュニケ

ーションが円滑に進むような人材が必要であり、タイ側もコスト負担を含め検討するこ

ととなった。 

 

4－１－５ 外部要因（満たされるべき外部条件） 

今回プロジェクトの、推進に関する前提条件、外部条件として、以下を取り上げた。 

 

（1）前提条件 

・ 必要な予算、人員がタイ側で適切に確保される。 

・ 土地価格が大きく変動しない 

・ DPTの土地区画整理事業実施に対するプライオリティが変わらない。 

 

（2）満たされるべき外部条件 

・ 成果達成～パイロット事業実施に係る予算が適切に配賦される。 

       DPT土地区画整理部の主要な人員の過半数が残る。 

・ 目標達成～DPTの土地区画整理事業実施に対するプライオリティが変わらない。 

・ 上位目標達成～タイ国内の地価が安定する。 
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４－１－６ PDM（案） 

以上を取りまとめ、次ページにPDM（案）を示す。 

 

４－２ PO（案） 

PO（案）については、既に認可を得ている5つのパイロットプロジェクトの実施スケジュール（図

1-1 パイロットプロジェクトの事業スケジュール参照）を勘案して、今回プロジェクト期間中の

活動イメージを参考までに検討した。今後、プロジェクト開始後速やかに、C/Pと日本人専門家で

実施案を検討すべきである。 

今回のPO（案）の作成上の主要ポイントとしては、ランパンの事業見通しをベースにし、プロ

ジェクト期間として2010年5月～2014年3月を想定した。業務実施及び短期専門家の投入イメージ

については、初年度の2010年はパイロット事業実施によるOJT、保留地処分、法制度、経済的諸問

題の検討開始が中心的業務である。2011年度は1年目の成果を踏まえ、研修、セミナーの開催を行

う。2012年度はランパンの換地処分、清算金など業務のOJTの実施。最終年度は、それまでの総括

とマニュアル等の改訂が主となるものと想定している。 
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PDM : タイ国土地区画整理支援システム開発プロジェクト
協力期間：４年
対象地区: タイ国全土
直接裨益者: 内務省公共事業・都市計画局（DPT)、DPT県事務所、BMA、

最終裨益者：タイ国民

プロジェクトの要約 指標 指標データの入手手段 外部条件

上位目標

土地区画整理事業手法が、持続可能な社会、経済、環境のため、最も有効な都市開発
手段として継続的に利用される。

１ DPT、BMA、NHA、地方自治体、土地区画整理組合、その他の土地区画整理法に記載
された組織により、土地区画整理事業が実施中、または実施された数

１　2018年までの土地区画整理事業の認可件数 タイ国内の地価が安定する。

プロジェクト目標
DPTの土地区画整理事業の実施能力と他の土地区画整理事業者への支援能力が向上す
る。 １　現在実施中のパイロット事業の推進状況

１　パイロット事業の実施報告書

２　DPTにより他の土地区画整理事業者へ支援された数　　
２　インタビュー調査

３　コンサルテーション記録

成果
①パイロット事業の実施経験により、DPTの土地区画整理事業の実施方式、実践的技
術、ノウハウが向上する。

１－１.　パイロット事業の経験に基づくマニュアル、ガイドラインのレビュー、改定
の状況
１－２.　土地区画整理事業に関連した法律との調整状況
１－３.　土地区画整理事業に関連した既存の規則、基準等のレビュー、改定状況
１－４.　換地計画、換地処分の技術を習得したDPT職員の数

１－１．関連図書及び記録

②DPTによる土地区画整理事業者への支援体制が向上する。 ２－１　DPTによる定期研修の実施件数
２－２　DPT県事務所による研修の実施件数
２－３　DPTと土地区画整理事業者との相談、連携件数

２－１．関連図書及び記録

③土地区画整理事業の概念が、一般に普及される。 ３－１．普及に係る活動方針
３－２.　セミナー参加者数
３－３　パンフレット配布数

３－１．関連図書及び記録

活動
日本側 タイ側

１）長期専門家　１人(チーフアドバイザー/土地区画整理事業マネジメント)
２）短期専門家（換地計画     、換地処分　　、事業進捗管理　　、その他必要に応
じて他の特定分野の専門家　）

１）カウンターパートの配置（DPT区画整理部及びDPT県事
務所職員　　）

３）プロジェクトコーディネートにかかわるローカルスタッフ（タイ側とのコスト分
担）

２）BMA、NHAからの特別な貢献 前提条件

４）本邦研修（２－４週間x６－１０人x１回/年） ３）ローカルコスト（備品付執務スペースの用意 、電気通
信費、プロジェクトコーディネートにかかわるローカルス
タッフのコストの一部負担

必要な予算、人員がタイ側で適
切に確保される。

土地価格が大きく変動しない

DPTの土地区画整理事業実施に対
するプライオリティが変わらな
い。

投入
活動１－１．パイロット事業のモニタリング及び事業管理を行う。
１－２．パイロット事業を通じた実施面に係るＯＪＴを実施する。
１－３．土地区画整理事業に関連した法律と調整を行う。
１－４．土地区画整理事業に関連した既存の規則、基準等のレビュー、改定を行う。
１－５．パイロット事業の経験に基づくマニュアル、ガイドラインのレビュー、改定
を行う。
１－６.　既存の事業資金構造のレビューを行う。

活動２－１．換地に関連するカリキュラムが追加され、定期研修を実施する。
２－２．DPT県事務所がDPT区画整理部の支援のもとで、研修を実施する。
２－３．DPTと土地区画整理事業者との連携体制を向上させる。
２－４.　事業資金構造を改善する。
２－５.　DPTとBMA/NHAの間で区画整理の特定プロジェクトについてタスクフォースを
設立し、稼動させる。

活動３－１．関連する組織に土地区画整理事業へのニーズ調査を実施する。
３－２．土地区画整理事業の普及に係る活動方針を策定する。
３－３．パイロット事業の経験に基づき、土地区画整理事業に係るセミナーを実施す
る。
３－４．パイロット事業の経験に基づき、土地区画整理事業に係るパンフレットを作
成

DPTの土地区画整理事業実施に対
するプライオリティが変わらな
い。

パイロット事業実施に係る予算
が適切に配賦される。

DPT土地区画整理部の主要な人員
の過半数が残る。
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第５章 プロジェクトの実施妥当性 
 

５－１ 評価5項目による評価結果 

以下の視点から評価した結果、協力の実施は適切と総合的に判断される。 

 

 （1）妥当性 

タイの国家開発政策、都市開発戦略及びわが国の援助方針によると、本案件は妥当性が高

いと判断できる（下記参照）。 

・ 第10次国家経済社会開発計画（2007～2011年）においてコミュニティ開発の重要性が明

記され、多くの分野で言及されている。 

・ 土地区画整理事業は、道路、公園等公共施設と宅地を一体的に開発するものであり、タ

イ政府は同事業を、都市、コミュニティ環境の改善の有力な手段と認識し、2004年12月

には土地区画整理法を施行したところである。 

・ この法案の下で、現在10の土地区画整理パイロット事業が推進され、うち5地区は事業認

可を得て事業実施中である。DPTは「戦略計画（2008 ‒ 2011）」と「タイにおける土地区

画整理の枠組み」（内務省承認済み）を策定し、土地区画整理事業の実施に向けた体制・

計画づくりが軌道に乗りはじめている。今回の調査でも、DPT、地方自治体、BMA 、NHA

などから、土地区画整理事業は、都市開発手法の有効な手段として期待が高く、その促

進は、政府機関、公的団体など潜在的な利用者の期待・ニーズに沿うものといえる。 

・ さらに、わが国の「対タイ経済協力計画」においても、都市問題を含む「社会の成熟化

に伴う問題の対応」が協力重点分野として明記されている。また、JICAの「タイ国別援

助実施方針2006.6」の開発課題2環境管理体制支援のうち、支援方針として「都市問題の

改善；都市部の生活・環境改善のための交通システムの拡充及び計画的な都市整備や、

これらを推進するための行政機関の政策立案、実施能力の向上を行う」が記載されてい

る。 

 

 （2）有効性 

本案件は以下の理由から有効性が認められる。 

・ 16年以上にわたりJICAは都市開発計画能力の向上のための技術移転を行っているが、土

地区画整理制度という実践的、具体的な制度の移転を行うため、本プロジェクトにより、

区画整理の始動期から収束期までの一連の実施方式、実践的技術、ノウハウが、パイロ

ット事業の実施経験により移転され、成功モデルが示されることで、DPTの土地区画整理

事業の実施能力、支援能力の向上が期待できる。 

・ また、パイロット事業など具体的な事業の推進を、法制度、事業資金制度改善と同時並

行で行うため、実務を通じて得られた教訓を実施方式、マニュアル、ガイドラインの改

善、改訂に反映でき、DPTの土地区画整理事業の実施能力と他の土地区画整理事業者への

支援能力の向上に寄与できる。 

・ DPT専属カウンターパートを中心として、DPT県事務所、地方自治体、BMA、NHAなど

職員への研修、連携体制等が強化されるため、DPTの他の土地区画整理事業者への支援能

力の向上が図られる。 
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・ 土地区画整理事業へのニーズ調査や普及のための活動方針が策定され、セミナーの開催、

パンフレットの配布などにより区画整理の概念が一般に理解されやすくなり、DPTが今後

区画整理を実施するうえで、その実施能力、支援能力の向上に寄与するものと考えられ

る。 

 

 （3）効率性 

本案件は、以下の理由から効率的な実施が見込める。 

・ 土地区画整理事業はタイの内務省DPTの都市開発の重要な実施手段と位置づけられている

ことから、タイ側から現状人員の確保が見込め、日本側のコストを抑えた効率的な投入

計画となっている。 

・ 「土地区画整理促進プロジェクト」により、土地区画整理事業の始動期の基礎知識、技

術が既に会得されており、事業全般の共通理解も得られている。 

・ 本プロジェクトでは、長期専門家1名が、チーフ・アドバイザーとしてプロジェクト全般

の運営管理にあたり、必要な成果を生み出すべく、タイ側DPT職員と共同作業を行うこと

となる。要求される分野は、法制度、事業資金構造、区画整理事業の中間期から収束期

までの多様な技術と実務分野であり、進行中のパイロット事業の運営管理と同時に、プ

ロジェクトの進行に合わせ適時、適切に短期専門家を投入して、成果を上げていくこと

が求められる。短期専門家も換地計画、換地処分、事業進捗管理分野などが想定されて

おり、タイ側との十分なコミュニケーションを確保するためのローカルスタッフの配備

（タイ側との費用分担）、本邦研修とあわせ、今回の投入の内容は効率性からみて適切で

あると思量される。 

 

 （4）インパクト 

本案件のインパクトは以下のように予測できる。 

・ ＜中央政府レベル＞ 本プロジェクトで、区画整理のパイロット事業など具体的な事業

の推進により、成功モデルが示されると同時に、法制度、事業資金制度改善を同時並行

で行うので、実務を通じて得られた教訓を実施方式面に反映でき、土地区画整理事業の

実施能力、支援能力の向上が図られる。このことにより、同事業がタイの持続可能な社

会、経済、環境のため、最も有効な都市開発手段として継続的に利用されるものと考え

られる。 

・ また、本プロジェクトでは、特にDPT主導で、BMA、NHAとタスクフォースを設置し、

バンコク首都圏を中心にした具体的プロジェクトの立ち上げ支援を行うことが企画され

ており、首都圏での区画整理事業の発現は、タイにおける都市開発の有力な手法として

のプレゼンスに効果を発揮しよう。 

・ 現在、鉄道網の整備と併行したタイ国鉄の保有地の再開発、新空港の開設に合わせた副

都心開発といった大規模事業が構想されているところであるが、これらの大規模開発事

業にも適用の可能性が高まろう。 

・ ＜地方行政レベル＞ 地域の特性を生かした街づくりが促進され、地域の発展に寄与す

る。また、DPT県事務所、地方自治体に対しても技術移転を行うことにより、地方におけ

る人材の能力向上に寄与し、タイ政府が推進する地方分権化の一層の推進にも貢献でき
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る。 

・ ＜一般社会レベル＞ 近隣住環境の改善が図られ、都市環境問題への関心が高まる。ま

た、公園など公共施設の充実により快適な居住環境が整備される。 

 

 （5）自立発展性 

本案件の自立発展性の見込みは、以下のように予測できる。 

・ DPTは「戦略計画（2008 ‒2011）」と「タイにおける土地区画整理の枠組み」（内務省承認

済み）を策定し、土地区画整理の実施体制・計画づくりが軌道に乗りはじめており、政

策面での継続性は高い。 

・ DPTは区画整理事業認可済み5地区のうち、既に2地区のための予算配分を行い、工事に着

手している。残り3地区も、現在、換地設計を検討中である。DPTは成功事例の創出に強

い意欲をみせており、本プロジェクト間も政策・予算面でパイロット事業地区への支援

継続性は高い。 

・ 土地区画整理部は、現在DPT内部だけで認知された部署で、公式なステイタスを得ていな

いが、今年度正式な部への昇格を要求する方針であり、これが認められると予算・人員

確保の前進が期待できる。 

・ DPT県事務所の能力・経験不足は今後の課題であるが、本プロジェクトでDPT県事務所が、

パイロット事業の遂行と同時に、DPT区画整理部の支援を受けながら、県マスタープラン

作成から事業実施の過程の研修を実施することとなり、技術移転は各県、地方自治体に

まで行きわたり、協力終了後もプロジェクトで開発・改定した技術は持続すると予想さ

れる。 

・ 土地区画整理手法は、タイの従来の全面買収、開発許可方式による袋小路的道路整備手

法に比べ、住民の地区外移転を伴わず、道路網の連結が可能な点や、減歩による公共用

地の創出により公共機関の予算削減が可能で、今回プロジェクトで成功モデルが広く対

外的に示されれば、その普及に弾みがつき、自立発展性に寄与しよう。 

 

５－２ 貧困・ジェンダー・環境等への配慮 

研修等によりDPT他土地区画整理事業実施担当者に対し、下記の事項の啓発活動を継続的に行う。

また、パイロット事業の実施にあたっても下記の事項に配慮するよう専門家より助言を行う。 

・ 土地区画整理事業は関係権利者全員の負担と受益の下に施行されるものであり、貧困層の

みが立ち退きなどによる不利益を被らないよう、関係権利者全員の意見を聴取し、事業に

反映させること。地区によっては貧困層によるスラム形成が都市開発の問題となり、その

解決策として土地区画整理事業が施行される場合もあるが、事業の実施により問題解決の

一助となる。 

・ 快適な都市環境の形成も土地区画整理事業の実施目的であるため、環境へも十分な配慮行

いつつ土地区画整理事業を推進すること。 

 

５－３ 過去の類似案件からの教訓の活用 

タイにおける区画整理に関する協力は開発調査、専門家派遣、プロジェクト等により16年以上

行ってきているが、これらにより、セミナー等のみによる日本側からタイ側に対する一方的な知
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識の移転だけではなく、事業の共同実施が知識の定着に有効であるといった教訓が導き出されて

いる。また、日本の制度を単純に適用するのではなく、タイの社会に適合するよう実務を通じ制

度の見直しを行いつつ移転することが肝要である。 
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３．パイロット事業地区の進捗状況
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＜10 月末インタビュー結果による補足＞ 

・ 権利者 67 人の区画整理事業への同意は 100％。 

ただし、うち 1 名が、事業そのものには反対でないが、「計画変更、手順等について不透明性

がある」との理由で、10 月上旬工事差し止めを求め、裁判所に提訴し、現在採択するか審議

中。 

・ 専門家としては、この事件を契機として、LRB 担当者が地権者情報の取り方、進捗状況の説明

機会の提供方式、地元合意形成の必要性など事業マネジメントの必須諸項目を再認識してもら

えればと考えている。 

・ 換地設計も 4回の地権者調整を了した案はできており、顧問会も設置済み。 
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＜10 月末インタビュー結果からの補足＞ 

・ 地主はおおむね協力的 

・ ただし、地区南端取り付け道路に関連する反対地主だけが難航し、事業の進捗に支障となるので、

強制執行策も検討したが, 県 DPT は道路線形の変更策で対応し､工事を先行的に執行した。 

・ この結果、隣接する地区外寺院用地（空地）の利用、地区内道路隣接地を含む地区界の変更（事

業計画変更）や換地設計の変更が必要となり、現在、後付けで検討中。 

・ 2008 年、2009 年の 2 カ年で 8,200 万バーツの予算のうち、7,200 万バーツで 16ｍ、20～25ｍの

2本の幹線道路の舗装まで完成予定。1,000 万バーツは、区画街路の路型築造を予定 

・ ただし、工事が先行したので、県 DPT が顧問会設置により換地に異論が出ることを懸念し、顧問

会は今のところ設置されていない。 
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＜10 月末インタビュー結果からの補足＞ 

・ 地区規模は、約 10ha 程度でコンパクトな地区である。中央の幹線道路は、区画整理とは別事業

で整備、供用済み。 

・ 2009 年 10 月の顧問会で換地設計案を提示し、11 月中旬に予定される顧問会で了解をとる予定。 

・ 未同意地主が 2名いるが、事業そのものに反対しているわけではない。 

・ 施行者はランパン市であるが、市が他事業を優先したため、2010 年度予算がついてなく、事業の

遅れが予想される。対応策として、市長への復活要求、DLA の地方交付金等増額策、保留地等を

担保にした民間資金導入策があるが、後者は「保留地」の登記が将来であり、底地の権利など今

後調整が必要である。 

・ 昨年度（2008 年度）の FS 調査の保留地をモデルにした市の「観光情報センター」構想に、地元

商工会議所の有力メンバー（今回面談）や銀行等も興味を示してきている。 
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＜10 月末インタビュー結果からの補足＞ 

・ 2009 年 8 月に、現場事務所が設置され、スタッフの常駐体制が整った。 

市の中心部からも近く、ランパンのような FS 調査で将来イメージをつくると、地主がよく理

解し、推進ムードが促進されると思われる。
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＜10 月末インタビュー結果からの補足＞ 

・ 換地設計検討中 

・ 当初反対地主を地区外にしたが、ここへきて編入を希望してきたので、将来地区編入も検討 

・ 都市計画道路がなく、DPT 予算投入の理屈がなかったが、それに準ずる位置づけで投入を働き

かけ、2011 年度にも工事実施を目標 
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B その他のパイロット地区 

 

1. サムットサーコン・プロジェクト 

  実施地区：サムットサーコン県サムットサーコン市 

  地区面積：7ha 

  地権者数：39 区画、11 人 

  特  色：都市計画道路予定地、首都近郊電車網終着駅後背地の宅地開発 

  現  状：事業化に向け地権者と協議中。地権者からの要望である一貫した都市計画道路建

設について関係機関やフェーズⅡ区域の地権者とも交渉中 

  課  題：未同意地権者の対応において土地売買を含めた交渉が難航。都市計画道路建設に

あわせて、より良好なまちづくりを進めるために地区界の再検討を実施 

＜10 月末インタビュー結果からの補足＞ 

・ 大地主が、永年開発に反対する一方、自ら隣接用地を買収中 

・ それ以外の地元は協力的で、代表者が上記大地主と交渉中 

 

2. パヤオ・プロジェクト 

実施地区：パヤオ県パヤオ市、タイワントン・タンボン自治体、バーントム・タンボン自

治体 

地区面積：20.8ha 

地権者数：40 区画、35 人 

特  色：バイパス道路と観光地をつなぐアクセス路の建設と未利用地の開発 

現状課題：市の墓地移転計画に合わせた事業ができるように、また開発意欲をもってもらう

ように、地権者・関係機関と調整をする。 

     大規模地権者の債権問題が未確定なため地権者協議が難航。 

 

3. ウタイタニー・プロジェクト 

  実施地区：ウタイタニー市及びサケークルン・タンボン自治体 

  地区面積：27.7ha 

  地権者数：90 区画 33 人 

  特  色：都市計画道路予定地、都市周辺部の未利用地開発 

    現状課題：良好な住宅地開発を目的としているが、地区内の既存のナンプラー工場（都市計

画見直し時に建設したため合法）の移転計画が定まらない。また、大規模地権者

の死亡による相続問題が解決しないため地権者合意を得ていない。さらに地区界

の再検討も行っている。 

 

4. ラーマ 9世通・プロジェクト 

  実施地区：バンコク都ホイクワン区 

  地区面積：11.6ha 

  地権者数：35 区画 20 人 

  特  色：地下鉄車両基地隣接地、首都高速道路インターチェンジ隣接地、DPT 隣接地 

    現状課題：事業化に向け地権者と協議中。未同意地権者であるタイの地元銀行と事業参加の
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交渉中であるが社内協議が進まない。引き続き地権者合意形成を行う。 

事業認可手続きにおいてバンコク都庁（BMA）との協議を要するが、上位計画であ

る都の区画マスタープランの策定が遅れており、DPT からのフォローアップが必要。 

地下鉄車両基地内道路へ接続する道路計画を地下鉄公社（MRTA）が認めていないた

め、道路計画を含めた地区界の見直しを検討中。 

なお、大規模住宅開発業者からの保留地購入と他パイロット地区の地権者から土地

購入の意向があり、当地区のポテンシャルが一定の評価を得ていることがうかがえ

る。 

＜10 月末インタビューからの補足＞ 

・ 幹線に取り付く入り口部分の銀行所有地は、タイでは銀行が開発を許されてい

ないので、売却のみの方針を変えておらず、依然難航している。 

・ しかし、将来の地下鉄延伸に伴う新駅の設置から至近で、ポテンシャルは高い。

BMA、MRTA との検討会議も、10 月中旬に初めて開かれたところ。 

 

5. チャアム・プロジェクト 

  実施地区：ペチャブリ県チャアム市 

  地区面積：28.8ha 

  地権者数：91 区画 77 人 

  特  色：ビーチリゾート後背地（未利用地）開発 

  現状課題：観光地の二次的施設（動物園等）開発を目的として地権者の合意形成を図ってい

るが、最近民間企業から直接買収などの話があり地権者の事業参加意識がまとま

っていない。また、地権者が遠方であるため説明会を頻繁に行うことができない

状況もあり協議が難航。 

  



 

 

４．BMA検討地区資料
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 ① プロジェクトの位置図 

 
 ② ラマ 9世公園隣接地区の航空写真 
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③ ラマ 9世公園隣接地区の周辺道路図 

 

 

④ 同 地籍図 
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⑤ 同 完成予想図 

 

 
 

 

 

 



 

５．協議議事録
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内務省公共事業・都市計画局（DPT）表敬 

日 時 2009 年 11 月 2 日（月）11:00-12:00 

場 所 DPT 局長執務室 

出席者 先方：Mr. Udom Puasakul DPT 局長, Mr. Adisorn Manomaitamrongkul 土地区画整理

部長、澤田専門家、三浦専門家 ほか 

当方：三宅団長、脇坂団員、早川団員 

三宅団長より本調査団の目的について説明後、以下のとおり協議があった。 

局長）本件は、今年 8月に JICA・国交省を訪問し、協力依頼をしてきたところ。「区画整理促進

プロジェクト」のおかげで、現在、区画整理のマスタープランも多数上がってきており、5つの

パイロット事業も進んでおり、深く感謝している。 

団長）今回調査は、今までの技術移転の収束と今後の自立的発展・普及のための調査と考えて

いる。そのためには、プロジェクト期間内に、区画整理パイロット事業が終わり、成功モデル

を示すことが効果的と思量。今後も事業が順調に進むよう、局長からの支援を願いたい。また

次の 2点について懸念がある。①BMA/NHA との連携、②土地区画整理法が他の法律との調整がで

きていない点。 

局長）NHA とは既に北部ペチャブンを対象として、ワーキンググループが設立されることにな

ったところである。最近内務省の新しい方針として、都市計画が国家開発の新しい方法として

謳われている。この方針に対して、DPT が国内最大の専門家集団として、BMA/NHA の今後の開発

に役立っていきたい。土地区画整理法と他制度の調整については、私が責任をもって他部局や

省庁間に働きかけていく。 

 

 

キックオフ・ミーティング 

日 時 2009 年 11 月 2 日（月）13:30-15:30 

場 所 DPT 土地区画整理部会議室 

出席者 先方： Mr. Adisorn Manomaitamrongkul 区画整理部長、Mr. Preecha Ronnarong 総

合計画部長、Mr. Soradej Sundararjun 海外協力部長、澤田専門家、堺専門家、三浦

専門家 ほか 

当方：三宅団長、脇坂団員、早川団員 

今後の協議日程の確認、これまでの調査報告のあと、以下のとおり協議が行われた。 

団長）日本はタイに対して 1990 年代より土地区画整理に係る協力を実施してきた。本プロジェク

トは区画整理に係る技術協力を完成させ、さらに、タイにおいて土地区画整理の手法が自立的に

発展する布石を築くことが肝要である。そのために、パイロット事業実施を軸として、①社会的

インパクトの大きいバンコク内で土地区画整理事業を行うため BMA/NHA との連携体制を構築する

こと、②土地区画整理のコンセプトを一般に広めること、に焦点を当てている。ただし、パイロ

ット事業の実施行程が延びれば協力期間を延ばすというわけではない。協力期間は最大 4 年であ

るということを承諾してもらいたい。 

Preecha 総合計画部長）協力期間についてはこちらとしても十分了解しており、成功事例がいち

早くできるよう努力していきたい。連携について、BMA・NHA は有力な施工者として認識。現在、

連携が進んでいるところであり、今後強化していきたい部分である。 
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JICA タイ事務所との協議 

日 時 2009 年 11 月 2 日（月）16:00-17:30 

場 所 JICA タイ事務所 

出席者 先方：大西所長、山下次長、竹内所員、澤田専門家、堺専門家、三浦専門家 

当方：三宅団長、青柳団員、脇坂団員、早川団員 

調査団より、調査の目的及びこれまでの協議内容の説明のあと、以下のとおり議論があった。 

団長）今回調査は、今までの技術移転の収束と今後の自立的発展・普及のための調査と考えてお

り、プロジェクト期間内に、区画整理パイロット事業が終わり、成功モデルを示すことが効果的

と思量。また、バンコク大都市圏でのプロジェクトのため、BMA、NHA との連携関係構築、そのた

めの DPT による支援体制の整備が主たる目的。そのほか、ランパン市のプロジェクトの予算 0 査

定と今後の見通し、区画整理法以外の他の法制度関連の調整遅れとその必要性について、DPT 局

長の発言など等説明。 

所長）専門家不在期間に事業が進まないのではないかという懸念がある。その対応のために年央

採択されたという経緯もある。 

次長）パイロット事業が期間内に終わらなかったときの対応について、M/M にしっかり残してお

くべき。 

 

 

DPT と PDM 検討会議 

日 時 2009 年 11 月 3 日（火）9:20-17:30 

場 所 DPT 土地区画整理部会議室 

出席者 先方：Mr. Adisorn Manomaitamrongkul 土地区画整理部長、Mr. Soradej Sundararjun

海外協力部長、Mr. Ittipong Tanmanee 区画整理部職員、Ms. Machar Potiganit 区

画整理部職員、澤田専門家、堺専門家、三浦専門家 ほか 

当方：三宅団長、青柳団員、脇坂団員、早川団員、竹内 JICA タイ事務所員 

調査団より PDM の原案を説明後、以下のとおり議論があった。 

① Overall Goal 

タイ側より「第 10 次国家経済社会開発計画」記載表現に基づき、Land Readjustment (LR) method 

is continuously utilized as the most effective urban development method for sustainable 

society, economy and environment.への変更について合意。指標については、プロジェクト終

了 5年後の区画整理事業の実施中、実施済み地区の数に変更。 

② Project Purpose 

「DPT の区画整理実施、支援能力が向上される」を測る指標として、DPT が支援する区画整理プ

ロジェクトの数を採用。 

③ 成果 1 土地区画整理事業実施能力、技術の確立について 

・ 活動 1-1 として、パイロット事業のモニターと事業管理、活動 1－2 としてパイロット事

業を通じての OJT の実施、活動 1－5 パイロット事業経験を基にしたマニュアル、ガイド

ラインのレビュー/改訂。その指標としては、その実施状況とする点について、了承。 

・ 今回パイロット事業を通じて OJT を行うなかで、「換地計画、換地処分」技術の習得を追

加しているので、その対象者（土地区画整理部内換地グループ、パイロット事業担当者、

DPT 県担当者）の数を指標 1-4 に採用した。 
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・ 活動 1－3、1－4の他の法令（土地法、建築基準法等）との調整について 

現在 DPT 関係者が考えている手順は、次の 3ステップを考慮している。 

A 実施プロセスでの運用上の調整（現行法制度の下で、プロジェクト実施のなかで調整）

B 他の法令の規則、基準との調整 

C 以上で無理な場合、区画整理法の改正（他の法律の改正は、当部の管理外にあり、区

画整理法の改正が優先） 

議論の結果、活動として以下を採用し、指標としてその実施状況の確認を採用。 

1-3. To coordinate among laws/acts related to LR 

1-4. To review/revise regulations, standards etc. related to LR 

④ 成果 2 土地区画整理事業施行者への支援体制の確立について 

・ 支援体制は、研修による人事育成と BMA、NHA、地方自治体等を対象にした連携システム

の構築の 2本柱である。 

・ まず研修について、タイ側から研修講師の育成が難しく、人材、資金、時間が足りないと

の指摘があったが、自立的発展のためには定期研修の拡大を図る必要性で一致した。また、

「活動」2-1 として、従来の換地コースに換地設計だけでなく、換地計画、換地処分を追

加し、年間の定例研修（regular trainings）を拡充することとし、指標にもそのカリキ

ュラムの数を採用した。 

・ さらに、いままでの DPT 県事務所向けの研修から、DPT 県事務所が周辺自治体等へ研修を

行うシステムも試行すべきであると、日本側から提案した。タイ側からは、まだ DPT 県事

務所担当職員の能力がそこまで至っていないとの意見も多く出たが、DPT 本局の支援の下

で行い、「活動」2-2 に入れ、指標にも開催回数を採用することで合意された。 

・  このほか、既に確立している「都市計画研修」の仕組みを参考とすべきという意見や、

パイロット事業を実施している DPT 県事務所を核とした地域研修センター構想の意見も、

タイ側から出されたが、段階的に改善、拡充していくべきとの意見に集約された。 

・ DPT の土地区画整理事業実施主体からの相談、コンサルティングなどによる連携強化につ

いても合意され、「活動」2-3 に入れ、指標にもコンサルティング会議開催回数を採用す

ることとした。 

・ BMA、NHA との連携強化については、今回両機関から C/P がおのおの 3 名予定されている

が、その具体の業務形態等についてタイ側に明確化するよう要請した。 

  タイ側は、あまり具体イメージが明確化されておらず、議論の結果、部長より以下が披露

された。 

① DPT を通じて、BMA、NHA が C/P 人材を選抜 

② DPT をセンターとして研修等実施 

③ 日本人専門家は DPT と一緒に両機関にアドバイスする。 

など、あくまでも DPT 主体で行う旨の話があった。 

日本側からは、単に研修だけでなく、具体のプロジェクトを推進する「タスクフォース」の

設置や出向などはできないのかとの話も出したが、タイ側からは、出向は難しく、「タスクフ

ォース」は今後交渉してみる旨回答があった。日本側からは、こういう状態では C/P として

両機関を入れるわけにはいかず、「協力機関」として PDM に記載することとなり、至急連携関

係の中身を明確化してほしい旨発言した。 

⑥ 成果 3 土地区画整理のコンセプトの一般への普及については、活動、指標とも異論なく了

承された。 
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⑦ 投入について 

・ 日本側の投入として、以下を提案 

・ 長期専門家は、チーフアドバイザー兼事業マネジメント全般を担当する。 

・ 短期専門家は、換地計画、換地処分、事業進捗管理分野を担当するものと考えており、

必要に応じて他の専門分野も考慮する。 

・ その他、本邦研修 

・ タイ側の投入として、C/P の配備、ローカルコストの負担などを想定 

⑧ プロジェクトのコーディネーターの必要性について 

タイ側の意見としては、長期専門家に本来業務に集中してもらうためにも、単なる秘書や通

訳でなく、事業の中身を分かったうえで、タイ側と日本側のコミュニケーションが円滑に進む

ような人材が必要と考えている。コスト負担を含め至急検討する。 

 

 

DPT と PDM 修正、R/D 検討会議 

日 時 2009 年 11 月 4 日（水）9:30-12:00 

場 所 DPT 土地区画整理部会議室 

出席者 先 方 ： Mr. Adisorn Manomaitamrongkul 土 地 区 画 整 理 部 長 、 Mr. Pairoj 

Rungjintanakarn 土木計画部長、澤田専門家、堺専門家、三浦専門家 ほか 

当方：三宅団長、青柳団員、脇坂団員、早川団員、竹内 JICA タイ事務所員 

＜BMA・NHA との連携について＞ 

 BMA・NHA 両機関の位置づけは、その人的、財政的能力、立地ポテンシャルを考えると、区画

整理普及のために不可欠で、従来の76県の1つの位置づけとは別に考えるべきである旨強調し、

両機関訪問時までに考え方をまとめてほしい旨要請。 

① タイ側から、あまり支援システムばかり強調しないでほしい旨の意見が出たが、団長より

パイロット事業の推進と支援システムの確立は両輪で、前者を通じて支援能力の向上が図

られる旨説明。さらに、今回のプロジェクトが最終の段階なので、パイロット事業の工程

は厳守されたい、延期はできない、そのための投入は十分考えたい旨の発言があった。 

② プロジェクトのコーディネーターについては、タイ側としては、タイの社会状況及び DPT

の業務概要が分かり、長期専門家とタイ側 C/P とのコミュニケーションが円滑に進むよう

な人材を希望している。コスト分担については、検討したい旨発言があり、日本側として

は未決定だと PDM に記載できず、日本人にこだわらない旨発言した。長期専門家について

は、土地区画整理事業の全側面、全体像に十分な知識をもち、タイと日本の状況を比較考

量のうえアドバイスできる人材が今後の効率的技術移転、人材育成、土地区画整理の自立

的発展のため必要との意見があった。 
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DPT と PDM 修正、R/D 検討会議 

日 時 2009 年 11 月 4 日（水）14:00-17:30 

場 所 DPT 土地区画整理部会議室 

出席者 先方：Mr. Supol Sripan DPT 副局長、Mr. Adisorn Manomaitamrongkul 土地区画整

理部長、Mr. Soradej Sundararjun 海外協力部長、Mr. Preecha Ronnarong 総合計画

部長、澤田専門家、堺専門家、三浦専門家 ほか 

当方：三宅団長、青柳団員、脇坂団員、早川団員、竹内 JICA タイ事務所員 

PDM の合意事項と未合意事項について確認のあと、以下のとおり議論があった。 

総合計画部長）支援システムに、経済面の支援は欠かせない。現在のパイロット事業は、国が 100％

出しているが、今後は地方との補助率や組合施行への助成を検討すべき。日本人専門家から日本

の事例を勉強すべき。 

副局長）タイ側に言いたいこととして、上記を含め、日本の土地区画整理法、関連法規、助成制

度をもっと勉強してほしい。そのまま使えと言っているわけではないが、タイ語に翻訳して法律

家の間で勉強し、DPT 局長や自治体の長が理解できる行政的マネジメントに使えるものにしてほ

しい（タイ語翻訳費用は要求しているとの声、澤田専門家より、DMUD で概要紹介との言あり）。 

総合計画部長）上記により、タイ財務省に対して、日本ではこうやっていると説明でき、予算確

保がしやすくなるであろう。これは技術編とは別に、トップクラスの実施面からの判断に役立と

う。 

団長）日本の事例紹介は可能。経済面での支援を除いたのは、基本的にタイの問題という認識か

らであったが、追加したい。結果、活動 1-6 でその現状をレビューし、活動 2-4 でその改善策を

図る（1-6 To review existing financial framework、2-4 To improve financial framework）

こととし、了承された。 

青柳団員）タイの区画整理には日本と比べて、以下の 3つの点が欠けていると考えている。 

・ 日本では補助金制度により、官民連携、事業主体への支援機能がある。 

・ 日本では土地区画整理事業が長期化する場合、仮換地、使用収益制度が不可欠だが、

それが整備されていない点。 

・ 強制力がない点。土地区画整理制度は、道路等公共施設の整備という公共性の高い事

業であるので、強制収用など公権力の執行が可能だが、タイでは一般的でない点。 

副局長）土地区画整理プロジェクトの自立発展性のためには、パイロット事業以外の土地区画整

理事業について補助金制度も必要ならやらなくてはならない。日本人専門家の助けを借りれば、

より良いものがより早くできると考えている。 

・ 団長より M/M の特筆について説明。 

・ 副局長より、「wrap up という言葉は残念。ひとつの区切りという意味に変更してほし

い。日本人がいなくても我々はやらなくてはならないのだから」という言を受け、the 

final stage に変更。 
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NHA への訪問、討議 

日 時 2009 年 11 月 5 日（木）9:00-9:45 

場 所 NHA 本部会議室 

出席者 先方：Mr. Nirooj Jiamjanyong NHA 副総裁、Ms. Ruangtong Taemeerak NHA ニュ－

タウン部次長、Mr. Adisorn Manomaitamrongkul DPT 土地区画整理部長 ほか 

当方：三宅団長、青柳団員、脇坂団員、早川団員、竹内 JICA タイ事務所員 

団長より挨拶と PDM を使っての連携イメージの説明のあと、以下のとおり議論があった。 

① NHA は 2 年前から土地区画整理の手法を研究しており、現在 2つのパイロットプロジェク

ト（バンコクのラカバン地区とペチャブン地区）を検討中。地方にあるぺチャブン地区

では、DPT 県事務所に十分な協力が得られなかったため、DPT 本省に協力を依頼した。NHA

プロジェクトも今後 DPT が主導しないとうまく動かないことが想定される。 

② 今年度の NHA の土地区画整理関連予算について、調査費程度はあるが、事業分は確保し

ていない。 

③ NHA をプロジェクトの連携の対象としてくれることについて感謝。都市開発課の 10 名の

スタッフに対応させ、NHA 内に技術部があるので情報交換をさせる。実際に事業を実施す

るためにはタスクフォースが必要。 

④ 連携体制のイメージだが、NHA 職員の DPT 出向は難しい。DPT との定期協議や特別研修へ

の参加が考えられるが、具体的活動については事務方でよく協議をする必要がある。 

 
 

DPT と R/D 他検討会議 

日 時 2009 年 11 月 5 日（木）11:00-17:00 

場 所 DPT 土地区画整理部会議室 

出席者 先方： Mr. Adisorn Manomaitamrongkul 土地区画整理部長、Mr. Soradej Sundararjun

海外協力部長、澤田専門家、堺専門家、三浦専門家 ほか 

当方：三宅団長、青柳団員、脇坂団員、早川団員、竹内 JICA タイ事務所員 

① プロジェクト名称、要請書にある「Support for」を削除することで合意。 

② M/M の Attached DocumentⅣ、Remarks の coordination について、タイ側がその必要性を

説明したが、費用分担について議論が持ち越し、明日までに副局長と相談することとした

（結果として、その晩了承された）。 

③ PDM の前提条件、外部条件を説明し了解。2－2 に当初入っていた、DPT 県事務所による研

修の試行（Trial training）から、施行ではなくすぐに実施すべしという DPT 副局長の

言もあり、Trial を落とし、研修の実施とした。 

④ PO 案の説明 

・ 団長より PO 案は、プロジェクト期間中の活動イメージであり、土地区画整理部の活

動については、別途本人たちが作成するべきものであるとの旨が伝えられた。 

・ 青柳団員より、作成上の主要ポイントを以下説明。 

ランパンの事業見通しをベースに作成。プロジェクト期間として 2010 年 5 月～2014

年 3 月を想定。初年度 2010 年は OJT、保留地処分、法制度、経済的諸問題の検討開始。

2011 年度は 1 年目の成果を踏まえ研修、セミナーの開催。2012 年度はランパンの換

地処分、清算金業務の OJT。最終年度は、それまでの総括とマニュアル等の改訂。 
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DPT と R/D 他最終文言確認会議 

日 時 2009 年 11 月 6 日（金）8:45-9:45 

場 所 DPT 土地区画整理部会議室 

出席者 先方：Mr. Adisorn Manomaitamrongkul 土地区画整理部長、Mr. Soradej Sundararjun

海外協力部長、Mr. Ittipong Tanmanee 区画整理部職員、Ms. Machar Potiganit 区

画整理部職員、澤田専門家、堺専門家、三浦専門家 他 

当方：三宅団長、青柳団員、脇坂団員、早川団員 

投入の本邦研修量、coordination の日本、タイ双方の費用負担の表現等を議論し、合意。 

 

 

BMA への訪問、討議 

日 時 2009 年 11 月 6 日（金）10:15-11:45 

場 所 BMA 本部会議室 

出席者 先方：Mr. Khunpol Prompaet BMA 都市計画局副局長、Mr. Settaya Phackanok BMA

土地区画整理部長、Ms. Urai Aramvongtrakul BMA 土地区画整理課主任、Mr. Adisorn 

Manomaitamrongkul DPT 土地区画整理部長 ほか 

当方：三宅団長、青柳団員、脇坂団員、早川団員 

Khunpol 副局長により、JICA 技術協力の長い歴史に感謝すると同時に今後の支援を期待との挨拶。

団長より挨拶と趣旨説明、DPT 土地区画整理部より PDM を使っての連携イメージの説明があった

あと、以下のとおり議論があった。 

＜BMA 実施の土地区画整理事業について＞ 

Settaya 部長より、現在 BMA の進めている 2 つの土地区画整理事業（ラマ 9 世公園地区、ロンゲ

アムロン地区）の状況の説明があった（バンコク市内は都市基盤整備水準が低く土地区画整理が

必要なこと、しかし地権者は開発には賛成でも減歩には反対する状況等）。 

ラマ 9 世公園地区は、既に地権者説明を何度も開いており、区役所も前向きである。区画内最大

の地主は自己資金による開発も考えているが、それを許すと、地権者の合意の下に行うという区

画整理の好事例にならない。事業主体には組合施行を予定しているが、組合には国費投入ができ

ず、これが最大の課題であるとのこと。 

＜連携関係について＞ 

・DPT から、定期協議や技術研修への参加など、連携体制の構築に向けたアイデアの提案があっ

た。 

・DPT としては、「タスクフォース」は、それぞれの職場を離れるわけにはいかないので、特定プ

ロジェクトの推進に向けた共同検討が主となり、研修等を含め必要資金はすべて DPT 側で用意

する旨発言。 

・BMA 側として、連携関係のイメージについては基本的に了解するとの発言。 

土地区画整理の県マスタープランの検討状況については、来年（2010 年）1 月の承認を期待して

いるが、未定である。しかし、現在の地区は、組合施行を予定しているので、県マスタープラン

の承認とは無関係に進めることができる旨の発言があった。 
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JICA タイ事務所報告 

日 時 2009 年 11 月 6 日（金）13:00-15:00 

場 所 JICA タイ事務所 

出席者 先方：田中次長、竹内所員、澤田専門家、堺専門家、三浦専門家 

当方：三宅団長、青柳団員、脇坂団員、早川団員 

調査団より調査結果の報告及び団長所感（暫定案）の説明のあと、以下のとおり議論があった。

竹内所員より、BMA・NHA との連携関係、コーディネーターにかかわるローカルコストのタイ側と

の費用分担について説明。 

田中次長）ローカルスタッフに JICA の経理処理まで任せるのは疑問。タイ側が金を負担すると言

っているなら、現地コンサルに外注して、人材派遣を考えられないか等の意見が出されたが、金

額と人材の業務内容につき、今後タイ側と調整の必要性を確認した。 

また同次長より、パイロット事業が期間内で終わらないときの対応について質問が出たが、プロ

ジェクト事業の法的終了前までに、土地区画整理事業収束時に必要な技術の移転が完了していれ

ば問題はなく、プロジェクトの設計上も、パイロット事業が終了しなくてもプロジェクトを終了

することができるようになっている旨の説明をした。 

このほか、パイロット事業のひとつが完了すれば今後の技術の汎用性ができるといえるのか、他

の法律との調整の必要性や DPT の認識度合い等の質問が出た。個別の事業をみていくと 2 つと同

じものはなく、それぞれの問題に対処する必要はあるが、手続きは共通しているため、パイロッ

ト事業で土地区画整理事業の手続きを完了することができれば、汎用性があるという理解。 

 
 

JCC 会議（「促進プロジェクト」の結果報告と今回案件の M/M、R/D） 

日 時 2009 年 11 月 6 日（金）15:30-17:15 

場 所 DPT 本局大会議室 

出席者 先方：Mr. Udom Puasakul DPT 局長、Mr. Adisorn Manomaitamrongkul 土地区画整理

部長、Ms. Somsuan Howe TICA 開発協力局員、Mr. Settaya Phackanok BMA 土地区画

整理部長、Mr. Chaiyanan Chinwong NHA ニュータウン部主任 ほか 

当方：三宅団長、青柳団員、脇坂団員、早川団員、田中 JICA タイ事務所次長、竹内

所員 

局長）土地区画整理の普及のためには、国民と公共機関が一緒にやっていくことの理解が不可欠

である。成功モデルをつくれば、土地区画整理の理解も促進されよう。日本人専門家の今後の協

力に期待したい。 

＜専門家不在期間について＞ 

「土地区画整理促進プロジェクト」と「土地区画整理システム自立的発展・普及開発プロジェク

ト」の間に半年程の専門家不在期間が生じるが、この期間は、土地区画整理部のこれまでの活動

をレビューする良い機会である。 

＜土地区画整理部について＞ 

土地区画整理部を正式部署化することが、今年度の DPT の方針として明言されており、推し進め

ていきたいと思う。一方で、土地区画整理部に能力のある人材は揃っているが、人員不足が問題

となっている。政府構造改革による定員削減の影響もあるが、土地区画整理部としての戦略計画

がはっきりしないことも要因となっている。 



 －122－

＜他実施機関との連携について＞ 

BMA・NHA との連携については、これまでは互いにためらいもあったが、次期プロジェクトでは開

始時から協力体制構築や情報共有を行い、ともにエキスパートになろう。 

BMA 土地区画整理部長）土地区画整理事業は、バンコクの道路沿いのリボン状開発とは異なる都

市開発の洗練された手法であると認識。ただし、公共のために市民の負担が伴う点の合意形成が

難しく、DPT・JICA 専門家による技術移転に期待。 

NHA ニュータウン部主任）NHA は今まで住宅供給が主体であったが、これからはコミュニティづく

り・まちづくりへ転換しつつある。このため内部機構を改組して、土地区画整理担当組織を設立

した。土地区画整理を通じて DPT やチュラロンコン大学と関係ができ、人と組織の準備ができた

ので、これからは実際のプロジェクト推進を行っていくのみである。 

＜その他＞ 

TICA 開発協力局員）この 4年間「促進プロジェクト」をモニターしてきており、その成果達成状

況にも満足している。次期プロジェクトはこれを礎としてパイロット事業を完了させるために、

日本へ技術協力を要請した。タイにおいて土地区画整理は必ず根付くものと信じて支援を続けて

行きたい。 

JICA 田中次長）今日は、今までの協力のひとつの区切り。次のプロジェクト開始をめざし、（2010

年）1月または 2月の正式 R/D 署名が必要であり、今後の調整をお願いしたい。DPT も引続き高い

優先度をお願いしたい。 

 
 

DPT ランパン県事務所との協議 

日 時 2009 年 11 月 9 日（月）9:00-10:15 

場 所 DPT ランパン県事務所会議室 

出席者 先方：Mr. Yanyong Pongsantigul DPT ランパン県事務所長、Mr. Waiyawut Srirat

ランパン県事務所都市計画アナリスト、Mr. Ittipong Tanmanee DPT 区画整理部職員

他 

当方：三宅団長、青柳団員、脇坂団員、早川団員 

DPT ランパン県事務所所長）土地区画整理事業は国の政策として推し進めてきており、DPT 県事務

所もランパン市役所に全面的に協力している。市予算は確保されていると思うが、経済状況が良

くないので保留地処分などに懸念がある。地権者へは、1年間協議をしてきており、1名を除き全

員が同意している。タイは大家族制で土地への執着が強い点がネックとなっている。現在の状況

は、審議会の承認のため換地設計の修正中である。このほか、小地主、既存家屋 5 件の移転補償

が課題。事業費は 3年間で 4,600 万バーツ（約 1億 4,000 万円）。土地区画整理基金の活用も期待

している。 

＜プロジェクトサイトについて＞ 

選択の理由は、旧国道 1 号線とアジア国道を連結する場所にあり、市中心部から 5.7km、空港か

ら 2km と交通利便性に優れ、未利用地が存在していたためである。中央部分に、運輸省地方道路

局が幅員 20m の幹線道路を建設し、供用済みである。地区は全域、都市計画の中密度住宅地域に

位置している。20 年近く動かなかった道路整備が土地区画整理の手法により促進されたことは意

味があったことだと認識している。 

＜ランパン市と DPT の業務分担について＞ 

市は工事執行、地元調整、事業の運営全般を担当、DPT 県事務所はアドバイザーとしての役割、
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DPT 本省は事業計画、換地原案作成をしている。人員は、市役所が 3名、DPT 県事務所が 3名おり、

うち 1名はナーンの県事務所から異動で、土地区画整理事業経験者である。 

 
 

ランパン市役所 

日 時 2009 年 11 月 9 日（月）10:30-12:00 

場 所 ランパン市役所 

出席者 先方：Mr. Manat Wongchansri 市長アドバイザー、Mr. Bunnasart Suktrakul タウン

プランナー、Mr. Ittipong Tanmanee DPT 区画整理部職員 ほか 

当方：三宅団長、青柳団員、脇坂団員、早川団員 

団長）タイの土地区画整理プロジェクトの中でランパンが最も早く成功モデルになると期待して

いるが、今年度、ランパン市の土地区画整理のための予算が 0 査定と聞いている。この点は次期

プロジェクトにおいて懸念材料となっており、市長の協力を得たい。 

市長アドバイザー）今年度予算は、地権者間で換地設計が合意されなかったためで、それが通れ

ば年央の補正予算も可能。市議会での審議は通過するだろう。これは手続き上の問題であり、プ

ロセスとしては着々と進んでいる。財源については市予算のほかに、土地区画整理基金や市中銀

行からの融資を期待。市長からは、保留地の処分も併行的に検討すべしとのこと。保留地は市が

取得し、施設の建設・運営は民間へ委託することも考えられている。土地区画整理事業のメリッ

トは、遊休地の有効利用と市の観光振興拠点開発が可能なこと。現在、民間によるホテル建設の

話も聞こえている。 

 
 

ランパン・プロジェクト関係者及び地権者との協議 

日 時 2009 年 11 月 9 日（月）12:30-15:00 

場 所 DPT ランパン県事務所 

出席者 先方：Prasid 氏（ランパン商工会議所会長、土地区画整理事業顧問会委員）、Chaisinn

氏（最大地主） Mr. Ittipong Tanmanee DPT 区画整理部職員 ほか 

当方：三宅団長、青柳団員、脇坂団員、早川団員 

Prasid 氏）既に道路沿いにある土地所有者や小地主は、土地区画整理事業へのインセンティブが

低い。土地の評価を上げるためには、市が構想している｢観光/ビジネスセンター｣より、開発の核

となる学校、駐車場、若い人が商売等をやれる賃料が低い近代的市場（18 ライ 約 2.9ha 程度）

が必要。 

Chaisinn 氏）土地区画整理事業に賛成だが、計画が上がった段階から、非常に長く待たされてお

り、早く着工してもらいたい。区画整理後、自分の土地は貸して地代収入を期待。空港、病院に

近いので、ロングステイ用のマンションの候補地にもなるのではないか。 

 



 

 

６．政省令、規則、基準等の制定状況
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政省令、規則、規準等の 2009年 10月末時点の制定状況 
Standards, Regulations and Ministerial Orders as Land Readjustment Act B.E. 2547 
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① ６つの政省令と 11 の規則が施行済み。 

② 1 つの政省令が国の審議会（ State of Council (Kridsdika)）で手続き中 
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③ 区画整理基金の 3つの規則が区画整理中央委員会で検討中 

④ 1 つの政省令が、他の政府機関の事業実施への参加意志に関係するため未完了  

 
 

 

 



 

７．その他資料収集リスト
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その他入手資料リスト 

 

① 「タイ国 第 10次国家経済社会開発計画（2007－2011）要約」（英文） 

② 「タイの土地区画整理の進め方」（タイ語の冊子） 

③ 「タイの土地区画整理」（タイ語による一般向け解説版およびパンフレット等） 

④  事業マスタープラン申請様式 

⑤   土地区画整理事業手続きガイドライン表 

⑥   「ランパン土地区画整理事業 F/S調査」 

（タイ語 CD。内容は、保留地を対象にしたランパン市の慣行情報センター構想

が主） 

⑦ 「タイ国区画整理公共施設等計画標準策定準備調査」 

（タイ語 CD。内容は、バンコク首都圏内の既存事例と既存標準の収集が主） 

⑧ 換地設計マニュアル（地籍式、比例式の２分冊）タイ語 

⑨ LRニュースレター 

⑩ 都市計画研修カリキュラム 

⑪ 都市計画策定ハンドブック（タイ語なので見出しのみ） 

⑫ 「バンコクの都市計画史」BMA都市計画局 

⑬ Statistical Profile of Bangkok Metropolitan Administration 2008 

⑭ Annual Report 2007,National Housing Authority 

⑮ Annual Report 2008,Government Housing Bank 

 



 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 


	表紙
	序文
	目次
	地図
	略語表
	第１章　詳細計画策定調査の概要
	第２章　タイにおける都市計画等諸制度と土地区画整理の事業方式
	第３章　土地区画整理促進プロジェクトの到達状況
	第４章　プロジェクト概要
	第５章 プロジェクトの実施妥当性
	付属資料
	１．最終要請書
	２．M/M及びR/D
	３．パイロット事業地区の進捗状況
	４．BMA 検討地区資料
	５．協議議事録
	６．政省令、規則、基準等の制定状況
	７．その他資料収集リスト




